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社 会 福 祉 法 人 ふ る さ と  

令 和 ７ 年 度 事 業 計 画 書 

 

 

１．基本方針 

 

はじめに 

令和 6 年元日に発生した能登半島地震をはじめ、各地を襲った豪雨災害、さらには

岩手県大船渡市で発生した近年最大規模の森林火災など、自然災害が頻発している。

福祉法人として有事における役割を再認識し、災害への備えを一層強化する必要があ

る。また、令和 6 年度介護報酬改定により、医療連携の強化や科学的介護の推進とい

った国の方針がより鮮明となる一方で、人材不足の深刻化や物価高騰の影響が顕著に

なり、介護事業を取り巻く環境は厳しさを増している。これらの変化に迅速かつ適切

に対応することが、事業の持続的な成長には不可欠である。 

さらに、2026 年 4 月には当法人は特養開設 50 周年を迎える。この節目に、これま

での歩みを振り返り、地域社会への貢献を再確認するとともに、未来に向けたビジョ

ンのもと、次世代の育成にさらに力を入れ、持続可能な発展を目指す。 

 

以下、重要課題別に要点を示す。 

 

〇 次なる新興感染症への備えと地域交流の推進 

新型コロナウイルス感染症は、利用者の重篤化や ADL の低下だけでなく、施設の

稼働率の低下や在宅サービスの利用控えといった事業経営にも大きな影響を及ぼし

た。新型コロナの流行は一旦収束したものの、国際社会のグローバル化に伴い、新興

感染症が発生する可能性は十分にある。これまで培った感染対策スキル（感染症 BCP

を含む）を維持・更新し、関係機関との連携を継続しながら、高齢者福祉施設として

の危機対応能力を強化する。 

また、コロナ禍で停滞していた地域活動が徐々に回復する中、地域に開かれ、地域

に貢献できる福祉の拠点として、交流事業や公益的取り組みをより一層進める。昨年

度に第 1 回目を開催し好評を得た「ふるさとスプリング・マルシェ」を継続開催し、

利用者や家族、地域住民との交流を深める。また、オープンホームや介護教室の開催

を通じて、地域住民の福祉に関する意識向上を図るとともに、支援の必要な方々へ適

切な情報提供を行う。 
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〇 介護保険制度への対応：医療連携の強化と介護テクノロジーの活用 

令和 6 年度の介護報酬改定では、医療と介護の連携強化、自立支援・重度化防止が

重点課題として掲げられた。令和 7 年度は、6 年度に構築した医療機関との連携をさ

らに強化・拡充し、利用者の体調管理の精度向上、早期入院による入院期間の短縮を

図り、施設稼働率の向上を目指す。 

また、介護テクノロジーを導入した特別養護老人ホームにおいては、生産性向上体

制推進加算（Ⅰ）の取得を目指し、介護サービスの質向上と業務改善・負担軽減を推

進する。特に、AI を活用した記録システムや見守りセンサーの活用を進め、ケアの効

率化と安全性の向上を図る。併せてリフトを活用したノーリフティングケアの実践に

より、利用者にとっても職員にとっても安全・安心な介護現場を目指す。 

利用者の自立支援・重度化防止を目的に取り組んでいる科学的介護は、引き続き最

重点課題として推進する。本年度は、新たに取得した「マイスター（エキスパート育

成資格）」を活用し、専門技術の伝達を強化する初年度となる。専門的口腔ケアの実

践も含めた科学的介護 OJT プログラムを構築し、職員のスキル向上を図る。また、

専門職としてリハビリ領域のセラピストを確保し、自立支援介護と連動した訓練プロ

グラムを充実させ、利用者の生活機能維持・向上を目指す。 

 

〇 魅力的な職場づくりと人材確保・育成・定着 

介護従事者の確保は事業継続にとって最も重要な経営課題である。令和 5 年度に導

入した採用コボットシステム（dip 社提供）を活用し、Web 求人の情報拡散を強化す

る。また、就職情報誌や地元フリーペーパーと連携し、求職者へのアプローチを広げ

る。 

職場環境の改善策として、介護テクノロジーの導入により「NEXT KAIGO（介護

の未来の実現）」を推進し、働きやすくやりがいのある職場環境を整備する。こうし

た魅力を SNS 等で積極的に発信し、法人単独での説明会・面談会を企画・開催する

ことで、法人の理念に共感し、求める人材に合致する人材を確保する。また、処遇改

善制度を活用し引き続き職員の処遇改善に取り組むことをはじめ、既存職員のキャリ

アアップを支援するため、資格取得補助制度の継続や研修機会の提供を進める。 

加えて、外国人介護人材の活用を継続し、多様な人材が活躍できる環境整備を進め

る。 

 

〇 施設運営・管理の効率化 

光熱費や食材費、人件費の高騰に対応するため、昨年度本格導入したクックフリー

ズ式セントラルキッチンの生産性向上、施設稼働率の向上、省エネ対策などを継続実

施する。また、過去に導入した各システムのモニタリングを続け、コストの安定化を

図るとともに、事務部門では生成 AI の活用を含む業務改善・効率化を積極的に進め
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る。 

 

〇 頻発する災害への対応 

自然災害の頻発に備え、BCP の更新とシミュレーション訓練を継続し、職員の研修

を通じた実践的な訓練を強化する。また、西海市との連携を深め、福祉避難所協定に

基づく受け入れ体制の整備を進める。また、災害時の支援体制の構築に向けては、災

害救助法の救助の種類に「福祉サービスの提供」が追加されたことにより、これまで

以上に県災害ネットワーク会議や福祉関係者（DWAT 等）との連携強化が求められる。 

 

〇 特養開設 50 周年に向けて 

2026 年度には特養開設 50 周年を迎える。この節目に向け、法人の理念や歩みを振

り返り、記念事業として 2026 年度に出版事業と記念式典の開催に向けて準備を進め

る。地域住民や関係者との結びつきを強化し、持続可能な法人運営の基盤を確立する。 

また、50 周年を機に、次世代の組織体制構築を視野に入れ、幹部育成を強化し、地

域社会に貢献し続ける持続可能な組織運営を目指す。さらに、未来の介護業界を担う

若手職員の育成を加速し、研修やリーダーシップ教育を強化することで、安定した法

人経営の基盤を築く。 

 

これらの施策を実行し、厳しい経営環境の中でも時代に即した公益性の高い法人経

営を実現するため、引き続き理念と与えられた役割に照らして、力強い事業運営に取

り組んでいく。 
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２．理念体系 

 

  〇 ミッション【法人理念】 

 

「地域とともに、共助共援。」 

地域住民、ご利用者、ご家族との相互理解と支え合いを通して、地域共生社会の実

現を目指す。 

社会福祉法人としての本源的使命である地域社会への貢献を本是とする。 

   

  〇 ビジョン【めざすべき姿】 

 

「介護の未来へ。」 

エビデンスと理論に基づいた科学的介護により、要介護者の精神的・身体的再自立

を支援するケアの実現を目指す。 

また、積極的に介護 DX を取り入れ、これからの介護の形を拓く。 

 

  〇 コミットメント【心得と約束】 

 

「ＳＦＧｓ」Sustainable Furusato Goalｓ 

－未来に向けた持続可能なふるさとづくりのための目標－ 

 

SFGs１ ふるさとに関わるすべての人に幸せ（福祉）を 

 

SFGs２ 質の高い教育を通してふるさとを人生の学び舎に 

 

SFGs３ 目標達成のための真剣なエネルギーが、明日のふるさとと、あなたの充

実した人生を創る 

 

SFGs４ 多様性を受容し、心理的安全性を実感する、人により良く生きるための

栄養を与え続ける職場づくり 

 

SFGs５ 新たなテクノロジーを積極的に活用して介護現場の革新を実現する 

 

SFGs６ 役割と責任・ルール・目標に対する評価が公正・平等に機能する誰もが

納得できる人事制度 

 

SFGs７ いつまでも、心身ともに健康で働き続けることができるサポート体制 

 

SFGs８ 誰もが安心して暮らし続けられる地域づくりに社会福祉法人の使命をし

て深く関わり、地域における公益的取組の実践者であり続ける 
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SFGs９ 公正かつ透明性の高い、誠実性と倫理観をベースとし、持続可能性のあ

る経営を実現する実効性ある組織体制の構築 

 

SFGs10 目標達成に向けて全員のパートナーシップ、直上の上司と直下部下の

日々一期一会のラポール形成と 1on1 フィードバックミーティング等に

よるコミュニケーションの質を最大化させる 

 

 

３．中期事業方針及び計画（2022年策定） 

前項の理念体系に沿って、2022-2026 年の中期事業運営方針及び中期事業計画を策

定し、現在遂行中である。 

 

  〇 中期事業運営方針（2022 年－2026 年） 

1． 社会への使命 

（1） 誰もが住みたくなるまちづくり 

・生涯活躍のまちづくりへの参与 

（2） いつまでも安心して暮らせるまちづくり 

・地域包括ケア拠点としての役割の実践 

（3） どんな時でも支えあえるまちづくり 

・生きづらさを抱えてる人々への支援 

 

2． 利用者への使命 

（1） 自立支援を実現するケアづくり 

・科学的介護への挑戦とブランド化 

（2） ご利用者の暮らしを守るチームづくり 

・利用者の声をケアに活かす仕組み 

（3） 常にサービスの質を高めるホームづくり 

・第三者による評価でサービスの質を高める 

 

3． 働く人への使命 

（1） 誰もが働きやすく、やりがいある職場づくり 

・キャリアデザインの明確化と福利厚生の充実 

（2） 才能を磨き、輝く人づくり 

・専門職としてのステップアップを支える教育 

（3） 高い透明性と規律ある組織づくり 

・公益法人にふさわしい誠実性と倫理観溢れる組織 
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社会福祉法人ふるさと　中期事業計画　2022～2026

1．	社会への使命

（1）	誰もが住みたくなるまちづくり 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

基本目標１

（２）いつまでも安心して暮らせるまちづくり 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

基本目標２

（３）どんな時も支えあうまちづくり 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

基本目標３

実施計画事業方針 実施施策

他法人との連携による地域福祉の推進

小中高校における福祉教育への協力

寄付文化の醸成のための研究・実験

低所得者に対する利用者負担額軽減制度の実施

長崎県レスキュー事業への参加・活動

地域包括支援センターとの相互協力

生きづらさを抱える人々への支援

西海市社協との連携強化（含む理事活動）

ソーシャルワーク教育の実施

西海市医療介護連携協議会への参画

西海市自立支援型地域ケア会議への参加

地域（自立支援）介護教室・認知症改善講座の実施

地域における権利擁護活動の実施（居宅）

西海市認知症支援体制協議会への参画

西海市地域福祉計画推進委員会への参画

西海市生活支援体制整備事業第１層協議体への参画

西海市教育委員としての活動

生涯活躍のまちづくりへの参与

地域包括ケア拠点としての役割の実践 西海市介護保険事業計画策定委員会への参画

ボランティアの育成
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２．ご利用者への使命

（1）自立支援を実現するケアづくり 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

基本目標４

（2）ご利用者の暮らしを守るチームづくり 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

基本目標５

（３）常にサービスの質を高めるホームづくり 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

基本目標６

３．働く人への使命

（１）誰もが働きやすくやりがいある職場づくり 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

基本目標７ 福祉人材の確保

多様な人材が活躍できる職場づくり

職員処遇を評価・分析する仕組みづくり

将来が描けるキャリアパスデザインの構築

職員の安全と健康の確保

公正な人材マネジメントシステムの構築

BCMによる緊急時対応の体制構築

個別ケアの実践によるQOLの向上

サービス満足度調査の実施と反映

キャリアデザインの明確化と福利厚生の充実

制度外福祉サービスの活用・研究

第三者による評価でサービスの質を高める 自己評価の実施（年一回必須）

定期的な第三者評価（外部評価）の受審

科学的介護関連加算の取得によるケアの質の向上

ICT・介護ロボット導入による生産性向上

自立支援介護を実現できる技術体系の組織的確立

利用者の声をケアに活かす仕組みの確立 虐待及び権利擁護教育の実施

日常ケアにおける権利擁護活動の定着

科学的介護への挑戦とブランド化



社会福祉法人ふるさと 

- 8 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）才能を磨き輝く人づくり 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

基本目標８

（３）高い透明性と規律ある組織づくり 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

基本目標９

　

職員に対する倫理教育の充実

ルールに基づいた組織運営

専門職としてのステップアップを支える教育体系

ライフキャリア形成への支援

社会福祉法人としてふさわしい誠実性と倫理観溢

れる組織の構築

関係法規に基づいた事業経営の透明性の確保

健全で安定的な財務基盤の確立

コンプライアンスの徹底

人材育成制度の構築

体系的な研修プログラムの整備

指導的リーダー層の育成
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４．本年度重点分野別組織目標 

 

重点分野① 科学的自立支援介護の実現 

【目標】 

➣ 科学的自立支援型介護のさらなる深化と浸透・定着 

【実施計画】 

１．科学的介護の実践深化と評価体制の強化 

・ 外部専門家による定期的な実践指導を継続し、各現場での自立支援介護の実践レベ

ルを向上させ、利用者 ADLの改善成果につなげる。 

・ 科学的介護に関するデータを検証・活用し、ケアの PDCAサイクルを強化する。 

・ 科学的介護コンサルティング業務契約を継続し、実践指導および 

２．口腔ケア「ゼロプロ」のさらなる推進とアウトカムと連動した成果創出 

・ 口腔ケアの実践を継続し、全施設において成果測定（OHAT）による改善評価を進め

る。 

・ 歯科医師、歯科衛生士による毎月の指導やゼロプロ各種セミナーを積極的に受講し、

職員の各レベルの合格率向上を目指し、職員のスキルアップを促進する。 

・ 口腔ケアの重要性を広報物などを活用し、利用者家族や地域社会にも周知し、口腔

ケアに対する意識向上とイメージアップを図る。 

３．介護 DX推進事業における目標計画のモニタリング実施 

・ 介護 DX 推進事業計画に基づいた各アウトカム指標をモニタリングし、職員の負担

軽減、介護サービスの質向上、利用者の QOL向上を図る。 

・ QC活動に基づいた生産性向上委員会を定期的に開催し、現場の生産性向上につなが

る実効性が高い委員会活動に取り組む。 

４．ノーリフティングケアに取り組み利用者、職員双方に安全・安心な介護の実現 

・ ノーリフティングケアの理論と実践を学び、利用者への身体的負担を軽減すること

で、QOLの向上を目指す。 

・ 厚労省が 1994 年（平成 6 年）に発出した「職場における腰痛予防対策指針」に基

づき、「抱えない介護」に取り組む。実践ではノーリフティングケアの専門家より理

論と方法を学び、労働災害のない安全な職場を目指すとともに、キツイ、キケンと

言われる介護現場のイメージ一新を図る。 
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重点分野② 収益性の向上と安定性の確保 

【目標】 

➣ 業務と連動した経営指標による管理会計による経営改善 

【実施計画】 

１．経営指標の見える化とデータ活用の促進（「管理会計」の導入） 

・ 稼働率や入院率に関するデータ分析を強化し、経営戦略への反映を進める。 

・ 成長のルールの再設定と標的行動の適正化 

２．導入した介護テクノロジーの活用の強化 

 ・ 限られた人材でも介護サービスの質の維持・向上を図るため、ICT・介護ロボット

を活用して業務改善を促進する。 

３．医療機関との連携を強化し、稼働率向上を図る 

 ・ 利用者の体調管理の精度を高め、医療機関との連携により早期入院、期間短縮を図

り、施設稼働率の向上を目指す。 

４．LIFE関連加算の取得推進 

 ・ 各 LIFE関連加算について、取得促進による収入増を目指す。 

５．クックフリーズ方式セントラルキッチンの安定稼働 

 ・ 受発注・食材受入れ、計画調理に至る生産管理体制を整え設備稼働の向上を図る。 

 ・ 冷凍完調品の完成度を高め利用者満足度の向上を目指す。 

 

重点分野③ 権利擁護の完全実施 

【目標】 

➣ すべての職員が高齢者の権利を守る責任を共有し、利用者が自らの意思に基づいた

尊厳ある生活を送れる環境の構築。 

【実施計画】 

１．職員研修の強化と意識改革 

・ e‐ラーニングに加え、実践を重視した現場研修を導入し、職員が権利擁護の理念

を深く理解する環境を整備。 

 ２．評価・介入チームの発足により透明性の向上 

 ・ 不適切ケア事案に対して、法人内専門職による評価介入チームを派遣し、事例検討

を通して再発防止と倫理観醸成を図る。 

３．利用者の自己実現を支援する QOLケアの徹底 
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 ・ 利用者ごとに自己実現目標を設定し、その達成を支援し、達成度合いを測定する。 

 ・ 目標達成のための追加支援策を導入し、達成率 100％の維持を目指す。 

 ４．虐待防止と権利擁護の徹底 

  ・ 各職域での「虐待の芽チェック」を定期的に実施し、虐待の兆候を早期発見・対応 

・ 「介護の良心シート」の活用を拡大し、否定的事例だけでなく、優良事例について  

も募集し、職員同士がたたえ合い、刺激し合える職場環境をつくる。 

・ 内部通報制度の利用を促進し、相談・報告しやすい環境を整えることで虐待防止の 

実効性を高める。 

 

重点分野④ リスクマネジメント 

【目標】 

 ➣ 事故発生及び事故発生リスクの評価指標を更に精緻化し、事故発生率を低減する。 

 ➣ 感染症及び災害 BCP指示書及び防犯対策に基づく訓練内容の充実を目指す。 

【実施計画】 

１．事故リスク評価と対策の高度化 

 ・ 事故発生率の推移データを活用し、リスク低減策の PDCAサイクルを更に強化する。 

 ２．災害 BCP訓練の拡充 

・ 災害 BCP指示書に基づく訓練等、実践的なシナリオを導入し、各種災害対応力の向

上を図る。 

 ３．感染対策の強化 

・ 感染対策訓練の実施頻度を増やし、対応の標準化と周知を推進。 

・ 医療機関との連携による高齢者施設等感染症対策向上加算を取得し、感染対応能力

を高める。 

 ４．防犯対策の強化 

  ・不審者対策マニュアルや通報システムを活用した訓練の実施 

５．ノーリフティングケアに取り組み利用者、職員双方に安全・安心な介護の実現 

・ ノーリフティングケアの推進により、利用者への身体的負担を軽減することともに、

事故予防に配慮したケアを浸透する。 

 

重点分野⑤ 人材確保・育成・定着 

【目標】 
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 〇人材確保 

 ➣ 新卒者・中途採用者の採用数を前年比３０％増加 

 ➣ ワークシェアリングでの、シニア層、子育てパート職員等の雇用維持  

 ➣ 福祉業界未経験者の採用を促進（入職後の研修支援制度を強化） 

 ➣ 外国人技能実習生・特定技能制度の活用促進 

 〇人材育成 

 ➣ 年間研修受講率１００％以上を達成 

 ➣ リーダー育成プログラムの導入（管理職候補者の計画的育成） 

 ➣ 資格取得支援制度の拡充（法人内資格取得、初任者・実務者研修 介護福祉士、ケ

アマネなど） 

 〇定着率向上 

 ➣ ３年以内離職率３０％以下を目標 

 ➣ 職場環境改善（ワークライフバランス推進、ICT活用による業務負担軽減） 

 ➣ 心理的安全性の向上（1on1ミーティング、メンタルサポート制度の構築と定着） 

【実施計画】 

１．採用活動の強化 

 ・ 高校・大学・専門学校と連携強化し、インターンシップや職場見学の機会を増加 

・ SNS・動画を活用した採用広報の推進 

・ 法人単独による就職説明会・体験イベントの開催 

 ２．研修制度の充実 

・ OJTプログラムの体系化 ※「ADL上がるスタンダード」の活用 

・ 法人研修体系による研修実施 

 ３．職場環境の改善 

・ 育児・介護と両立可能な勤務体制の支援 

・ 組織風土調査の実施（経営協ドッグ） 

 ４．福利厚生の充実 

 ・資格取得のための支援制度の継続  

 

重点分野⑥ 組織マネジメント 

【目標】 

 ➣ ふるさとプリンシプルに基づき、組織の秩序ある規律の下、健全な成長を促進し、
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業務の効率化とサービスの質の向上を図る 

【実施計画】 

１．組織の規律強化と役割遂行の確立 

 ・ ふるさとプリンシプルに則ったガバナンスの強化 

  ・ ふるさとプリンシプルの浸透に向けた階層別研修の実施 

 ２．デジタル化推進とシステム活用 

・ 生成 AIを含む新たな ITツールの導入による業務効率化 

・ 既存システムの最適化と改修 

・ AIおよび RPA技術の活用の研究 

 ３．管理会計の導入による生産性向上の定量測定 

 ・ KPIを設定し、各業務の生産性向上を定量的に測定する 

 

重点分野⑦ 地域との交流・貢献 

【目標】 

 ➣ 社会福祉法人としての地域における公益的取り組みをさらに発展させ、地域の福祉

向上と共生社会の実現に貢献する 

【実施計画】 

１．生活困窮者支援の強化 

 ・ 県経営協「生計困難者レスキュー事業」の継続（第二種社会福祉事業） 

 ・ レスキュー事業［西海・西彼ブロック］施設との連携強化 

 ・ 西海市社協及び包括支援センターとの協働 

 ２．災害時福祉避難所の機能強化 

  ・ 西海市個別避難計画の策定に併せ、西海市当局と連携した受け入れ態勢の整備 

  ・ クックフリーズ・セントラルキッチンを活用した災害時貢献の地域自治会との協議 

 ３．職員の地域貢献活動の推進 

  ・ 地域行事への協力・貢献活動の目標を明確化し、年間の貢献回数の増を図る 

・ 職員が地域のボランティア活動へ参加しやすい仕組み作りを引き続き検討 

 ４．地域交流活動の展開 

  ・ 地域住民が気軽に福祉施設に訪問できる「オープンホームふるさとカフェ」を開催 

・ 介護予防教室（正しい口腔ケア教室等）を地域自治会などで開催 

・ 福祉×地域活性化イベントである「ふるさとスプリングマルシェ」の継続開催 
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 ５．福祉教育の推進 

  ・ 市内小中高校での「福祉教育」の継続と、カリキュラムの充実 

    ※職場体験、出前授業等 

 

５．施設及び事業所別運営方針 

 

● 特別養護老人ホームふるさと（第一種社会福祉事業） 

ショートステイふるさと（第二種社会福祉事業） 

１．ユニット型「特別養護老人ホームふるさと」の特性を活かし、誰もが望む「安

心してその人らしい生活をおくれる施設」として、さらにその機能を高め、地

域福祉の拠点施設としての役割の維持向上に努める。 

２．在宅サービスとしての「短期入所生活介護（ショートステイ）」の有効的な運営

と、施設入居待機者の確保のため積極的な受け入れを行う。 

 

● グループホームふるさと・第２グループホームふるさと 

（第二種社会福祉事業） 

１．地域における「認知症ケア」の重要な社会的資源として、利用者様が「地域の

中でなにげない日々の暮らしを家庭の延長のようにその人らしくおくれる」事

業所運営に取り組む。 

２．介護情報サービスの公表制度及び地域密着型サービス評価制度に基づき、常に

現在の業務体制やサービス内容に問題意識を持ち、質の高いサービスの提供の

ため日々の改善に努める。 

 

● 小規模多機能ホームふるさと（第二種社会福祉事業） 

１．住み慣れた地域でなじみの関係を保ちながら、在宅で穏やかに暮らし続けるこ

とを支援するため、「通い」、「泊り」、「訪問」の３つの機能を駆使し、併設施設

である「グループホームふるさと」はもちろん、地域や医療、関係機関と連携

しながら、利用者視点に立った総合的かつ臨機応変な在宅サービスを実現する。 

２．介護情報サービスの公表制度及び地域密着型サービス評価制度に基づき、常に

現在の業務体制やサービス内容に問題意識を持ち、質の高いサービスの提供の

ため日々の改善に努める。 



社会福祉法人ふるさと 

- 15 - 

３．今後、小規模多機能型居宅介護事業所として総合事業及び地域支援事業にどの

ような事業可能性があるのかを探る。 

 

● ふるさとレスキュー事業（第二種社会福祉事業） 

１．長崎県社会福祉法人経営者協議会が主体となって運営する「生計困難者レスキ

ュー事業」の参加法人として、本事業の活用に積極的に関わり、関係機関と連

携して地域における生活困窮者の支援に努める。 

 

● 居宅介護支援センターふるさと（公益事業） 

１．介護保険制度の入り口である「居宅介護支援事業者」の役割は大きく、今後も

積極的な利用者の拡大とサービス提供に努める。 

２．介護支援専門員の人材育成を推進し、さらなる地域ニーズに対応した支援がで

きる体制をつくる。 

３．西海市の地域ケア会議への協力を通し、地域包括ケアシステム構築に貢献する。 

 

● サービス付きシニアマンションふるさと（公益事業） 

１．高齢者が、住み慣れた地域で、生きがいを感じながら安心して暮らし続けるこ

とができるよう「高齢者の居住の安定確保に関する基本方針」に照らして、適

切なサービスの提供と運営に努める。 

２．併設施設である「小規模多機能ホームふるさと」との連携により、高齢者にと

って、より安心な住環境を実現する。 

 

６．サービスの質の向上 

１．社会福祉法人の使命は「社会、地域における福祉の発展・充実」である。多様

な福祉課題に柔軟かつ主体的な「利用者本位」のサービスを提供する。 

２．個人の尊厳に配慮した良質かつ安心・安全なサービス提供の実現のため、リス

クマネジメント体制の構築、人材育成等に取り組みサービスの質向上に努める。 

３．サービスの質の向上と人材育成の一環として資格の取得奨励や専門研修の受講

を支援し、サービスに対する客観的エビデンスを確立する。 
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７．介護事業の経営上の課題 

１． 各施設の稼動率を限りなく１００パーセントに近づける努力をする。そのため、

家族、医療機関との連携により状況に合わせた適切なベッドコントロールに努

める。また常に入居待機者を把握し、スムーズな入退所に心がける。 

２．人材確保が難しい雇用情勢が続く中、求人採用にあらゆる対策を講じるともに、

離職者を極力出さないよう、心理的安全性を高めるための 1on1 ミーティング等

によるフォロー等、職員のモラル向上や労働環境の改善には最優先で取り組む。 

３．科学的介護というエビデンスをベースとした介護の質をアウトカム評価する報

酬制度の導入が進む中、施設及び各事業所において LIFE 関連加算をすべて取

得できるよう取り組む。 

４．施設及び各事業所においては、地域における福祉ニーズの情報収集に努め、適

切なケアマネジメントによるサービス援助を行う。 

５．地域包括ケアシステムの充実期に差しかかるなかで、西海市が推進する事業に、

当法人の有する機能・役割をもって積極的に関わっていく。 

６．不安定な国際情勢の影響により諸物価が高止まりする中、社会福祉法人として

利用者へのコスト転嫁を最低限に抑えながら、業務効率化やコスト節減策によ

って、経営の事業継続を進める。 

 

以上 
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令 和 ７ 年 度 事 業 計 画 書 

(特別養護老人ホームふるさと・短期入所生活介護) 
１ 基本方針 

介護保険法、老人福祉法及び関係法令に基づき、ユニットケアを生活の場として、利用

者一人一人の意思及び人格を尊重し、利用者が相互に社会的関係を築き、その有する能力

に応じ、可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的とす

る。 

施設は、地域や安定した経営体制を確立するとともに、地域における介護保険施設、そ

の他の福祉、医療サービス機関と密接な連携に努め、その中核的機関として質の高い介護

サービスを提供するものとする。 

 

２ 重点分野別取組み方針 

 重点分野① 科学的自立支援介護の実現 

 【目標】 

 ➣ 科学的自立支援介護の進化と浸透 

 ➣ 身体的・認知的自立支援の実践 

➣ 口腔ケア・ノーリフティングケア推進による利用者の QOL向上 

 【実施計画】 

1. 課題別ケアプランの質と実施率向上 

〇利用者の身体的再自立と認知症タイプ別判定による自立支援介護を実践し、課題別ケアプ 

ランの実施とモニタリングを全職域で徹底。 

〇フロア会議（新規入所・退院後 10日以内）、月 1回のケア会議、日々のミーティングで PDCA 

サイクルを回す。 

2. 栄養・排泄ケアの強化 

〇アルブミン値や体重減少・増加者に応じた栄養管理、便秘改善の補助食品・献立見直し。 

〇排泄リズムの把握と適切なトイレ誘導で失禁と生理的な自然排便を図る。 

3. 認知症ケアの深化 

〇認知症タイプ別判定を行い、症状に応じた基本ケアの徹底にて BPSD消失へ向けたケアを 

実践。 

4. 介護技術の標準化と人材育成 

〇自立支援介護ケアエキスパート合格者率 40％を目指す。 

〇ゼロプロ式口腔ケアの手技指導・上級試験合格者育成、口腔ケア確認試験合格率の向上。 

5. ノーリフティングケアの推進と職員負担軽減 

〇「ノーリフティングケア宣言ポスター」掲示と、外部講師による実習・講義の実施。 

〇床走行リフト、入浴用リフト活用で腰痛予防と利用者安全確保。 

立位保持誘導機器の導入研究、既存ベッドの更新検討。 
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 重点分野② 収益性の向上と安定の確保 

 【目標】 

 ➣ 年間稼働率を 97％以上、入院率 3％未満の安定経営。 

 ➣ 誤嚥性肺炎・骨折入院 0％ 

 【実施計画】 

1. 空床解消と稼働率維持 

〇月 1回入所検討委員会で待機者状況を把握し、早期入所促進。 

2. 入院防止のためのケアの徹底 

〇誤嚥性肺炎予防として、口腔ケアや食事姿勢、食後体位の確認。 

〇骨折防止（眠りセンサー活用・ヒヤリハット共有・環境整備・歩行補助具点検）。 

〇内出血・バルン管理、腸炎・心不全等の早期発見・ケアの徹底 

3. クックフリーズ安定稼働 

〇在庫 10～14日分の工程表作成と職員間の情報共有。 

 

重点分野③ 権利擁護の完全実施 

【目標】 

➣ 高齢者の尊厳擁護と自己実現目標支援  

【実施計画】 

1. 虐待防止・介護倫理の意識向上  

〇「虐待の芽チェックリスト」・「介護の良心シート」の運用強化、会議で共有。 

2. 利用者の自己決定支援  

〇ACP・自己実現目標聞き取りを継続し、ケア計画に反映。 

 

重点分野④ リスクマネジメント 

【目標】 

➣ 安全な施設運営と感染症・災害対応力の強化 

➣ ノーリフティングケア推進による利用者の QOL向上（再掲） 

【実施計画】 

1. 事故防止体制の強化 

〇月 1回事故リスク評価、ヒヤリハット事例共有・KYTトレーニングの継続。 

2. 感染症・災害対応力の充実 

〇実践指示書・BCP見直し、年 2回訓練実施。 

〇感染対策訓練・不審者対応マニュアル見直し、訓練年 2回。 

3. ノーリフティングケアの推進と職員負担軽減（再掲） 

〇「ノーリフティングケア宣言ポスター」掲示と、外部講師による実習・講義の実施。 

〇床走行リフト、入浴用リフト活用で腰痛予防と利用者の安全確保。 

立位保持誘導機器の導入研究、既存ベッドの更新検討。 

 

重点分野⑤ 人材確保・育成・定着 

【目標】 

➣ 働きやすく続けたい職場文化の形成 
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➣ 質の高いサービス提供のためのスキルアップ  

【実施計画】 

1. 働きやすさの向上 

〇1on1FBMの定期実施と介護テクノロジーを活用した働きやすい職場づくり。 

2. 介護技術の向上 

〇eラーニング・「ADL上がるスタンダード」動画の活用及び職員同士の確認強化 

 

重点分野⑥ 組織マネジメント 

【目標】 

➣ 1on1FBMの 100％実施 

【実施計画】 

〇全リーダーがスケジュール共有し、実施徹底。 

 

重点分野⑦ 地域との交流・貢献 

【目標】 

➣ レスキュー事業への積極参加 

➣ 地域貢献活動の推進 

【実施計画】 

1. 西彼西海ブロック幹事法人・関係機関と情報共有し連携。 

2. 職員の地域行事参加・社会貢献活動の促進。 

 

 

２．目標稼働率 

  入所 ショート 

年間延べ満床（利用者）数 25,550 人  3,650 人  

延べ年間入所者目標 25,550 人 100％ 3,650 人  

予想 外泊・入院者数 760 人 3％   

延べ実利用者数 24,790 人 97％ 3,103 人 85％ 

 

３ 介護サ－ビス目標 

（１） 利用者が日々意欲をもって穏やかに生活を過ごしていただけるように、自立支援介護の推

進と働く職員がやりがいを持って働ける職場づくりを目指す「NEXTKAIGO」に取り組

む。 

（２） 認知症に対して利用者ごとの症状に着目したタイプ別判定を行い、症状の正しい理解と人

権を尊重、受容したケアに努める。 

（３） 職員は、日々積極的に活動し利用者の心身機能の維持、健康増進、障害の回復等、利用者

の意志に沿った「介護サービス計画（ケアプラン）と自立支援型課題別ケアプラン」を作

成し、自立支援に努める。 
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＊職員は、それぞれの職務において法人理念である「地域とともに共助共援」の指標をも

って、利用者に接し、個々の問題解決や心理的・社会的ニーズの充足を図り、生活意欲

を推進する。 

＊終末ケア（看取りケア）においては、「看取りに関する指針」に基づき出来る限りの援

助に努め、ACP 聞き取りシートを活用しご家族と共にケアを行い、安らかな終末を迎え

ていただく。 

＊職員は、同一目標のもとに一致協力して、一人一人の利用者のよりよい介護サ－ビスに

努力する。 

（４） 身体拘束、その他利用者の行動を制限する行為を行わないよう努める。（利用者の生命又

は身体を保護する為、緊急やむをえない場合を除く。） 

（５） 人権擁護、虐待防止等のため、職員の知識の向上と環境の整備に努める。 

 

４ 利用者の処遇内容 

（１） 日常生活面での配慮 

居室の整備 

＊個々のプライバシーを守る。 

＊利用者の私物・所持品を可能な限り認め、これを身近に置くことで安心感を持っていた 

だく。 

＊身近の整理整頓・臭気排除のため換気・通風等に留意する。 

 

衣類 

＊常に清潔保持に配慮する。 

＊利用者の要望に応じて衣類の選択ができるよう入浴前、更衣時に一緒に確認する。 

また、必要時にはショッピング等で好みのものを準備する。 

＊季節の変わり目には、衣替えを行い季節に応じた衣類を準備する。 

（２）食事 

＊利用者の希望や食習慣を加味し、健康保持のために、管理栄養士の献立表をもとに給食

委員会にて更に検討を加え、四季折々の新鮮な野菜・果物・鮮魚等、季節にさきがけて

提供し、食生活にうるおいを持たせる。特に郷土料理を盛り込んだ楽しい行事食・おや

つ等には趣向をこらす等留意する。 

＊管理栄養士による各利用者の「栄養ケア計画（栄養ケアプラン）」の策定・計画に基づく

栄養管理や定期的な評価・見直しといった一連のプロセスを行う栄養ケアマネジメント

を実施する。また、主治医の医療管理のもと病状に即した療養食や経管栄養食等の提供

を行う。 

＊行事食では、毎月の誕生会・お楽しみ献立・おやつ作り等の会食を通じて利用者間の交

流を一層深めていただく。 
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＊毎日離床して各ユニットで食事ができるよう、また、準備から後片付けなども楽しみな

がら行えるように支援する。 

＊利用者に直接食事に対する希望や意向を確認することや、年 2 回の嗜好調査の実施にて

食の満足度向上に努め、献立に取り入れる。 

（３）介護・介助 

＊利用者の排泄・食事・入浴・衣類の着脱・身辺整理・私物の管理・歩行等あらゆる生活

面において自立できるように、職員が常に専門的知識・技術を研修し学びながら、身体

上・精神上の支えとなるように努める。 

   ＊褥瘡が発生しないように適切な介護を行うとともに、予防する体制を整備する。 

   ＊ノーリフティングケアの推進を図るため、利用者に対して持ち上げない、抱え上げない 

    介助を実践し、利用者の尊厳保持と自立支援に努める。 

（４）災害対策・防犯対策 

   ＊自然災害が発生した場合であっても、必要なサービスが安定的・継続的に提供されるよ 

う、災害訓練等の実施を行い、業務継続計画（BCP）の見直しについても随時検討する。 

＊非常災害対策計画に沿った避難訓練を実施し、訓練結果をもとに計画の見直し、検討を

随時行う。 

防災・防火設備の点検励行、年間計画に沿った防災訓練と防犯訓練、年２回の総合訓練

を実施すると共に、夜間における緊急出動訓練、並びに避難訓練を随時実施する。また、

地元関係者との防災対策懇談会を設け、協力体制の確立を図る。 

＊夜勤者４名を配置し、夜間における防災管理体制を確立する。 

＊非常災害時に備えての非常食や生活必需品を備蓄する。 

＊不審者対応マニュアルに沿った防犯対策及び訓練を実施する。 

（５）保健医療 

保健衛生 

＊利用者の健康状態の把握、環境整備、衛生管理を徹底する。利用者、職員は、「感染症

及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策指針」及び「感染症対策マニュアル」に

基づき、感染予防に努める。特に厨房関係では食品管理、消毒、殺虫等実施するなど細

心の注意を払う。 

＊感染症対策の強化として、委員会の開催、指針の整備、研修の実施等に加え、訓練（シ

ミュレーション）を実施し、感染症が発生した場合であっても、必要な介護サービスが

継続的に提供できる体制を構築できるよう、業務継続計画（BCP）に沿った対応を行う。 

＊利用者は年 1 回の健康診断（結核健康診断）の実施とインフルエンザや各種予防接種に

ついては、国からの情報や嘱託医等との連携を密に行いながら実施し感染予防に努める。 

疾病の治療 

＊嘱託医の定期検診（週１回）を行い、必要に応じ随時往診し、状態によっては専門医へ

診療並びに入院を行う。 
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看護師 

 ＊医師の指示により、患部治療・投薬・検査または利用者の個々の健康・衛生に関する支

援等を行う。 

   ＊急性期、夜間体制や看取りケアについては、必要に応じて協力医療機関などと連携を図 

り必要な処置を行う。 

   ＊「褥瘡対策に関するケア計画書」を策定し、定期的な評価・見直しを行い、利用者毎の

褥瘡管理、予防対策を実施する。 

   ＊利用者の必要に応じ、嘱託医の指示の下、所定の研修に基づき、看護職員・介護職員協 

働による経管栄養・口腔内吸引を実施する。 

   ＊利用者に対し、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備 

し、連携する歯科医師、歯科衛生士からの技術的助言及び指導を受け、専門的な口腔ケ 

アの実施を行う。また、月 1 回の OHAT 評価にて利用者ごとの口腔状態の把握を行う。 

機能回復訓練 

＊機能回復訓練指導員により、各利用者の「個別機能訓練計画書」作成し、各種の物理療 

法と訓練を行い、残存機能の維持向上を図る。また、日常生活基本的動作訓練、作業療 

法を行い在宅復帰に向けての自立を支援する。 

（６）趣味活動・レクリエーション 

＊個々の趣味活動、及び楽しいレクリエーション（絵画・手芸・カラオケ・園芸・おやつ

作りなど）等の積極的参加を呼びかける。 

＊地域での諸行事等に積極的に参加し、レクリエーション活動として郷里めぐりや、ドラ 

イブを行うなど外出の機会を増やし楽しみを持っていただく。 

＊教養講座の一つとして、町内の 5 ヶ寺にご法話を依頼し教養を深めていただく。 

 

５ ホームの管理と生活環境の充実 

＊予算の適正な執行に努める。 

＊利用者の財産管理、文書・諸帳簿の整理保管、建物・設備等の保守、点検、修理、改善 

に努め、明るい生活環境の維持充実を図る。 

 

６ 職員の研修 

＊社会の動き、多様化するニーズに応え、よりよい処遇を目指して職員の専門的知識の吸

収・資質向上のために一層の努力をする。 

＊施設内における研修と動画研修（ｅラーニング・ADL 上がるスタンダード）を活用し、

法令に則った機能別の研修・演習等の研修計画を策定、実施し専門性を高め、専門職員

としての資格取得へ向けての努力や、豊かな知識を身につけ教養を深める。 

＊新規採用職員については、「新任職員マニュアル」に基づき、福祉従事者としての基礎

的教育を行なう。 
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＊介護技術の向上にむけて知識・技術習得のため、随時「介護キャリア段位制度」に取り

組み介護プロフェッショナル認定を進めていく。 

＊職員の安全衛生及び福利厚生、労働災害の防止、健康の保持増進に寄与するため「安全

衛生管理規定」を定め、「安全衛生計画」を作成し、職場における安全と健康を確保し

快適な職場環境を推進する。 

＊職員の腰痛予防と身体的負担の軽減のためノーリフティングや介護テクノロジーの活

用で、安全で働きやすい職場をつくる。 

＊同法人事業所間の交流（合同）研修及び人事異動を実施し、職務の活性化を促進する 

 

令和 7年度 特別養護老人ホームふるさと個別研修計画 

【研修実施内容】 

共通研修 ＋②職種別研

修 

+③階級別 +④その他 

介護現場で気を付けたいプライ

バシー保護に関する研修 

介護職 新任 法人ふるさと動画 

事故発生又は再発防止に関する

研修 

看護職 経験者（中堅） 介護福祉士受験対策 

介護予防及び要介護度進行予防

に関する研修 

介護支援専門

員 

経験者（ベテラン） 喀痰吸引研修 

倫理及び法令遵守に関する研修 生活相談員 リーダー 法令 財務・事務 

感染症・食中毒予防及びまん延

防止に関する研修 

リハビリ 管理職 厚労省公式動画 

接遇に関する研修 栄養士  介護支援専門員受験

対策 

緊急時の対応に関する研修 介護事務  リハビリ・レク 

身体拘束の排除・高齢者虐待防

止に関する研修 

送迎ドライバ

ー 

 生活支援 

感染症及び災害に係る業務継続

計画のための研修 

  高齢者医療 

認知症及び認知症ケアに関する

研修 

  メンタルヘルス 

ターミナルケアに関する研修   口腔ケア研修 

医療に関する教育・研修    

自立支援介護理論研修    

 

７ 地域との連携・貢献 

＊利用者の介護サ－ビス向上のために、施設を地域社会に解放し、諸々の機会を通じて地

域住民との交流を図り、その中で、利用者自身に社会の一員である事を自覚していただ

き生活の自立支援を促進するよう配慮する。 
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＊専門的機能を有する福祉資源としての施設は、その機能が大いに活用されるよう、行政、

社協、地域各種団体等と連携をとりながら、「生計困難者レスキュー事業」に積極的に

関わり、地域での生計困難者を支援する。また、公民館単位での「介護教室」を開催し

介護保険サービス等の普及活動を実施する。 

 

 

8 年間行事計画 

 

  年間を通した活動・行事 

・ 防災、防犯、災害訓練（避難訓練・夜間出動訓練）（毎月１回） 

・ 感染対策訓練（毎月１回） 

・ 誕生会（誕生月） 

・ お楽しみ献立（月 1 回） 

 

主な月別行事（上記月例行事を除く） 

4 

月 

・花見ドライブ 

・おやつ作り 

・茶話会 
10

月 

・おやつ作り 

・ゲーム大会 

・結核検診 

・ドライブ 

5

月 

・母の日 

・大相撲勝者予想ゲーム 

・ドライブ 

11

月 

 

・おやつ作り 

・大相撲勝者予想ゲーム 

 

6

月 

・おやつ作り 

・ゲーム大会 

・七夕飾りつけ 

・父の日 

12

月 

・餅つき 

・仏具磨き、賽銭開き 

・クリスマス会 

・おやつバイキング 

7 

月 

・スイカ割 

・おやつ作り 

・大相撲勝者予想ゲーム 

1 

月 

・新年祝賀会 

・鬼火焚き 

・大相撲勝者予想ゲーム 

 

8 

月 

・仏具磨き、賽銭開き 

・おやつ作り 

・お盆のお唱え 

・夏祭り 

2 

月 

・節分豆まき 

・ひな壇飾りつけ 

・おやつ作り 

・ゲーム大会 

 

9

月 

・おやつ作り 

・敬老会 

・大相撲勝者予想ゲーム 
3

月 

・ひな祭り 

・おやつ作り 

・お花見ドライブ 

・大相撲勝者予想ゲーム 
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9 ボランティアや実習生の受け入れ 

＊ボランティアを積極的受け入れによって多くの人々との社会交流を深めるとともに施設 

の在り方・内容等についての認識を高め、かつ社会的ボランティア思想の高揚に努める。 

＊地域の小中学校の体験学習や、夏祭りのボランティアを率先して受け入れ、施設機能に

ついて理解していただく。   

＊大学、専門学校、訪問介護員、資格取得等のための介護実習の積極的な受け入れを行い、

将来の社会福祉従事者育成及び社会貢献に協力する。 

 

１０ 家族通信 

   ＊利用者の依頼に応じて、随時電話・郵便等で通信を行うとともに『ふるさとだより』 

の発行、ホームページのブログ、インスタグラムの更新にて、利用者の生活状況等を周知 

し、かつ家族と施設との連帯感を深める。 

 

１１ 家族会 

   ＊利用者・家族・施設とのつながりを一層親密にするために、施設での諸行事への参加を 

よびかける等、家族会の協力を求め、利用者の幸せのために共に努力する。 

１２ 苦情解決委員会 

＊「苦情解決委員会要綱」に基づき、「苦情解決委員会」を設置し、苦情受付のための「意

見箱」を設け、利用者及びその家族から苦情に迅速かつ適切に対応する。また、日常生活

の中での「利用者の声」を十分に聴き、要望や苦情への対応を迅速に行う。 

 

１３ 事故防止委員会 

   ＊介護事故発生の防止及び再発防止のため「事故防止委員会」を設置し、安全対策の検討と 

徹底に努める。 

  ＊見守り付きセンサーベッドや眠りＳＣＡＮ、センサーマット等の機器を有効に利用し、認 

知症利用者に対するケアを早期に対応し、事故発生防止に努める。 

 

１４ 身体的拘束等適正化委員会・高齢者虐待防止 

＊介護保険指定基準の身体拘束禁止規定に基づき、利用者の生命又は、身体を保護する為、 

 緊急やむを得ない場合を除き、利用者の人権を侵すような（身体的、精神的、社会的）拘 

 束は行わないものとし、「身体的拘束等適正化委員会」を設置し、併せて高齢者虐待防止 

 対策についても、担当者を決め、研修や委員会を通し、高齢者の人権擁護についての理解 

を深める。 

 

１５ 衛生委員会 

   ＊「安全衛生管理計画」に基づき「衛生管理委員会」を設置し、労働災害の防止と職員の健 
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康保持増進を図る。 

＊全職員毎年１回、職員自身のストレスヘルス不調を未然に防止することを目的とした「ス

トレスチェック」を実施する。 

 

１６ 感染対策委員会 

   ＊「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策指針」に基づき担当者を決め、 

「感染対策委員会」設置し、研修、訓練の実施にて利用者の安全管理、感染症の予防と発 

生時の対応を行う。 

 

１７ 褥瘡防止委員会 

＊「褥瘡対策指針」に基づき、褥瘡が発生しないような適切な介護に努めるとともに、その 

発生を防止するための体制を整備する。 

 

１８ 入所検討委員会 

＊「指定介護老人福祉施設入所指針」に従い、「入所検討委員会」を設置し、入所決定過程

の透明性・公平性を確保する。 

                           

１９ その他 

＊生活困窮者に対して、利用者の申し出により社会福祉法人等による利用者負担軽減措置を

実施するものとする。 
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令 和 ７ 年 度 事 業 計 画 書 

(居宅介護支援センターふるさと) 
１ 基本方針 

居宅支援事業者は、在宅で生活している利用者のケアプラン（居宅サービス計画）

を介護支援専門員(ケアマネージャー)が、利用者や家族の希望に沿った、その人らし

い生活がおくれるよう支援する。また、各事業者が利用者に対して安全かつ安定した

介護サービスを提供しているかを確認し、介護や支援を必要とする利用者へ保健・医

療・福祉サービスなどが適切に受けられるよう支援する。 

 

２ 重点分野別取組み方針 

１．目標と目標達成計画 

 

重点分野① 科学的自立支援介護の実現 

【目標】 

➣ 自立支援介護プランを推進し、在宅生活の自立支援を支える 

➣ 科学的介護アウトカム評価 100％を達成し、ケアの質を向上させる 

【実施計画】 

１．自立支援介護プラン実施 100％ 

・ 月 1回以上の利用者宅訪問及びサービス担当者会議の開催を徹底し、モニタリング体

制を強化する。 

・ 各モニタリング結果を事業所内で共有、サービス内容改善の PDCA サイクルを確立す

る。 

２．科学的介護アウトカム評価 100％ 

・ 全利用者（通所介護・福祉用具利用者含む）に対し、科学的介護データ活用を 100％

実施。 

・ 利用者の BPSD・ADL改善に向け、通所・福祉用具・訪問介護を含む多職種会議を実施

し、連携を強化する。 

・ 必要に応じて、通所リハビリ事業所の専門職が助言・評価に参加できる体制を整備す

る。 

 

重点分野② 収益性の向上と安定の確保 

【目標】 

➣ 居宅契約率 100％実現 

➣ 加算取得率 100％達成 

【実施計画】 
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１．契約件数・加算取得の強化 

・ ケアマネ向けターミナルケア研修を受講し、ターミナルケア加算取得を推進。 

・ 医療機関との情報連携体制をシステム化し、入院情報連携加算を確実に取得。 

・ 退院・退所加算の取得強化のため、医療機関との早期調整を行う。 

・ 訪問調査依頼に迅速対応し、アセスメントスキルを高める。 

２．データ連携による業務効率化 

・ ケアプランデータ連携システムの市内事業者導入に積極的に参画し、導入後は業務効

率化を図る。 

 

重点分野③ 権利擁護・虐待防止の推進 

【目標】 

➣ 在宅における身体拘束・虐待・不適切ケアゼロの継続 

➣ 利用者自己実現願望達成 100％ 

➣ 孤立防止と社会参加促進 

【実施計画】 

１．不適切事案への適切な対応 

・ 虐待・権利侵害の疑いがある場合、地域包括・行政・関係機関と連携し、情報共有体

制を確立する。 

・ 独居・身寄りなし高齢者等リスクの高い利用者は、月 1 回の多職種ケース会議実施。 

２．利用者自己実現の支援 

・ 利用者の「やりたいこと」を具体化し、ケアプランに反映（例：趣味再開支援、外出

機会の確保） 

・ 目標未達の利用者はケース検討会で要因分析し、改善策を講じる。 

３．孤立防止と社会参加促進 

・ 利用者の趣味・希望・不満・孤立感をモニタリングで確認し、必要に応じ地域資源を

活用する。 

 

重点分野④ リスクマネジメント 

【目標】 

➣ 事故予防・対応力の向上 

➣ 感染症対策力の強化 

➣ 災害対応力の向上 

【実施計画】 

１．事故予防・対応力の向上 

・ リスクアセスメントを強化し、身体状況・認知症症状の変化を踏まえ、転倒・誤嚥・
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火の不始末等のリスクを把握し予防。 

・ 新規契約時及び環境変化時に、家族に対し安全確保のための福祉用具・改修必要性を

説明。また、導入までのリードタイムを短縮（業者との連携体制強化） 

２．感染症対策力の強化 

・ 感染症 BCPに沿って、コロナ・インフルエンザ・ノロ等の発生時を想定した対応訓練

を年２回実施 

・ 感染症発生時はサービス事業所と即時に情報共有し、介入調整。 

・ 家族・利用者への感染症予防啓発 

３．災害対応力の向上 

・ 災害 BCPに沿って、地震・台風・大雨を想定した避難・安否確認訓練を年 2 回実施。 

・ 民生委員・地域包括支援センターと連携し、災害時の見守り体制を確立。 

 

重点分野⑤ 人材の確保・育成・定着 

【目標】 

➣ 新卒・中途職員採用目標（介護支援専門員１名）達成 

➣ 離職職員ゼロの維持 

➣ 研修受講 100％・専門性向上 

【実施計画】 

１．職員採用の達成 

・ 市内・市外の病院・事業所への採用案内継続。 

・ ケアマネ有資格者を特定した説明会・相談会を開催 

・ 時短勤務・柔軟シフト制の導入検討し、育児・介護両立支援を強化 

２．離職職員ゼロの維持 

・ ICT導入による事務負担削減。また、ケアプラン作成支援ソフトの研究。 

・ 個々の希望を反映した柔軟な勤務調整。 

・ 定期的な面談を通じ、心理的安全性を確保。 

 ３．研修受講 100％・専門性向上 

  ・ Eラーニング研修の受講スケジュールを早期に提示、管理し受講率 100％を維持 

  ・ 地域ケア会議、保健所勉強会、ケアプラン点検の積極参加 

  ・ 認知症ケア、ターミナルケア、リスクマネジメント等の外部研修へ年 2回以上参加 

 

重点分野⑥ 組織マネジメント 

【目標】 

➣ ケアマネ行動確認 100％実施 

➣ 1on1フィードバック・ミーティング 100％実施 
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➣ 経費削減 100％実施 

➣ 稟議決裁プロセス遵守 100％ 

➣ 施設管理・点検完全実施 

【実施計画】 

１．ケアマネ行動確認 100％実施 

・ 毎朝の業務開始時に、ガルーンでの入力確認を必須とし、未入力時は管理者が即時フ

ォロー。 

・ 緊急時の報告ルールを改めて全職員へ周知し連絡体制強化 

 ２．1on1フィードバック・ミーティング 100％実施 

  ・ 面談内容（業務進捗・悩み・提案）を記録し、次回フィードバックに活用 

３．経費削減 100％実施 

・ 通常日誌・記録等への押印廃止を検討し、ペーパーレス化を推進 

 ４．稟議決裁プロセス遵守 100％ 

  ・ 稟議・決裁システム未処理件数ゼロの達成のため、ガルーン・キントーン・クロノス

の毎朝確認を徹底 

 ５．施設管理・点検完全実施 

  ・ 事務所、公用車の設備点検・管理月 1回 100％実施 

 

重点分野⑦ 地域への公益的取組 

【目標】 

➣ 地域介護教室・講座の定期開催 

➣ 地元地域行事・活動への自主的参加拡大 

【実施計画】 

１．自治公民館・地域サロン等での介護教室の定例化 

・ 年 4回、「終活」「認知症予防」「介護保険制度説明」「福祉用具活用法」等、地域ニー

ズに応じたテーマで講座を開催。 

 ２．地域行事・活動への参加拡大 

  ・ 年間２件以上の地域行事に参加。 

 ３．民生委員・地域包括支援センターとの連携 

  ・ 地域見守り活動・高齢者宅訪問活動への協力体制を検討。 

  

 

 

 

 

 



居宅介護支援センターふるさと 

 

- 31 - 

 

２．目標稼働率 ※25年 4月 1日時点 1名病休中につき 1名による暫定目標とする 

年間契約者数 人  

介護支援 42 人 96.25％ 

予防支援 9 人 100％ 

延べ実利用者数 人 96.9％ 

介護 ケアマネ一人当たり 40 名 

予防           10 名 

・2024 年改正 介護一人当たり 45 件未満  

・予防は利用者 3 人を 1 人と乗じて件数とする。 

 

３．サ－ビス目標 

（イ） 居宅サービス計画の作成 

介護サービス利用者の意向を聞き、実際のサービスを行う市町村や居宅介護支援

事業者、施設事業者、医療関係者等との間を連絡調整しながら、本人に合ったケ

アプランの作成を行う。 

（ロ） 要介護認定申請の代行、認定調査の実施。 

（ハ） 福祉サービス利用申し込みの申請代行等の実施。 

（ニ） 介護保険制度の説明。 

（ホ） 介護に関する身近な相談の応対 

（ヘ） 毎月在宅を訪問し、利用者・家族へのモニタリングを行いプランの検討を実施。 

（ト） ケアプラン連携システムの活用で業務の効率化を図る。 

（チ） MCS 情報連携を多職種で活用し、即時対応可能な連携を実施。 

 

４．事業所の管理体制 

（イ）予算の適正な執行に努める。 

（ロ）利用者の個人情報の管理、文書・諸帳簿の整理保管に留意する。 

 

５．職員の研修 

（イ） 社会の動きや多様化するニーズに応え、よりよいケアをめざして職員の専門的知

識の吸収、資質向上のために一層の努力をする。 

（ロ） 施設内における研修はもとより、各種研修会への積極的参加および専門職員とし

ての資格取得への努力・他施設の見学等により見聞をひろめ、豊かな知識を身に

つけ教養を深める。 

（ハ）長崎県介護支援専門員連絡協議会へ入会し、他事業所との意見交換等を行い、介

護保険制度等の改正情報をいち早く入手し、事業内研修で知識共有を図る。 

(ニ) 法人内介護支援専門員の質の向上と連携を深めるために、3 ヶ月に１回の研修会
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を開催して情報共有を図る。 

(ホ)  介護保険法に準ずる在宅での自立支援介護に伴う自立支援ケアプラン作成の為

にケアマネが在宅訪問する際に同行して専門職も交えた会議へ参加を行い、在宅

で安心・安全に暮らせるケアプランの作成を実施する。 

 

令和 6 年度居宅介護支援センターふるさと研修計画 

「実施時期・内容」 

開 催 月 法 人 研 修 管 理 者 介 護 支 援 専 門 員 

4 月 介護保険制度につい

ての研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

介護報酬改定研修 

在宅同行研修 

5 月 接遇マナー研修 

認知症ケア研修 

自立支援実践研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

アセスメント研修 

在宅同行研修 

6 月 プライバシー保護に

関する研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

相談援助技術研修 

在宅同行研修 

7 月 倫理及び法令順守に

関する研修 

自立支援実践研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

担当者会議研修 

在宅同行研修 

8 月 事故発生・再発防止に

関する研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

目的管理研修 

在宅同行研修 

9 月 緊急時対応に関する

研修 

自立支援実践研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

在宅同行研修 

10 月 感染症・食中毒予防・

蔓延防止の研修 

認定調査員現任研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

認定調査員現任研修 

在宅同行研修 

11 月 身体拘束防止に関す

る研修 

自立支援実践研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

ケアプラン作成研修 

在宅同行研修 

12 月 非常災害時の対応に

関する研修 

認定審査会現認研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

モニタリング研修 

在宅同行研修 

1 月 ターミナルケアに関

する研修 

自立支援実践研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

実地指導研修 

在宅同行研修 

2 月 高齢者虐待・権利擁護

に関する研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

成年後見制度研修 

在宅同行研修 

3 月 介護予防に関する研

修 

自立支援実践研修 

在宅同行研修 

ｅランニング研修 

地域ケア会議 

多職種連携研修 

在宅同行研修 

 ☆随時県介護支援専門員協議会からの研修案内は協議し参加 

 ☆西海市地域ケア会議については、包括支援センターへ内容確認の上参加 
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６．地域との連携・貢献 

（イ） 利用者へのサービス向上のために～ 

事業所を地域社会に解放し、諸々の機会を通じて地域住民との交流を図り、その

中で利用者自身に社会の一員である事を自覚していただき、生活の自立支援を促

進するよう配慮する。 

（ロ）地域福祉、在宅福祉の向上のために～ 

専門的機能を有する事業所は地域社会の大切な福祉資源でもあり、これを地域に広く解

放してその機能が大いに活用されるよう、行政、社協、地域各種団体等と連携をとりな

がら、各地域住民との交流を深め、ニーズ充足に貢献する。 

 (ハ) 社会福祉法人の地域貢献について 

     地域ケア会議へ積極的に参加し、法人ふるさとの有する機能を今まで以上に、地 

域住民に理解していただき、老後を「住み慣れた町」で安心して暮らせるよう「地

域包括ケアシステム」構築に貢献する。 

また、社会貢献活動として、他法人・他事業所と連携を密にとり、生計困難者へ

の心理的不安の軽減や公的な制度やサービス等への橋渡しを行うなどの相談・支

援事業を実施する。 

   (ニ) 地域防災への取り組み 

     事業所として、地域で暮らす独居・老夫婦世帯等への災害等が予想される場合に 

     は、法人事業所や市内の事業所との連絡も取り合い、避難場所等の確保を迅速に 

     実施する。 

 

７．特記事項 

    現在、居宅介護支援センターの管理者が疾病休業中であるが、期中での復帰を目指

して治療に専念している。事業計画では年度前半において、欠員状態となるものの、

管理者復帰後の事業計画として策定した。また、この機会に特定事業所の体制も見据

え、補充員の募集を検討する。 
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令 和 ７ 年 度 事 業 計 画 書 

 (グループホームふるさと・第２グループホームふるさと) 

 

１．基本方針 

 

現在、国が進める「地域包括ケアシステム」における重点施策の一つに認知症ケアの強化が挙げ

られているように、認知症型共同生活型施設には今後さらに認知症ケアの専門性を地域に還元する

ことが求められている。認知症ケアを実践する社会資源として、行政・地域と連携し、地域の交流

拠点となりながら、さまざまな福祉ニーズに応えられる施設運営に努める。 

また、老人福祉法の理念に基づき、利用者個々の人格を尊重し、「一日一日を大切に」生活して 

いただけるよう、法人理念である「地域とともに、共助共援」のもと地域社会、ご利用者・ご家族 

と相互理解と支え合いを通して、地域共生社会の実現を目指します。 

 

２．重点分野別取組み方針 

 

■グループホーム 

(１) 令和 7年度目標計画 

重点分野①  科学的自立支援介護の実現 

【目標】 

➢科学的自立支援介護のさらなる浸透と認知症ケアの強化 

➢利用者ＡＤＬの向上及び誤嚥性肺炎ゼロの実現 

【実施計画】 

１．科学的自立支援介護の推進 

・利用者個別に設定された「水分・排泄・栄養・運動」についての目標を達成する事により、日常生

活動作（ＡＤＬ）の向上を図る。 

・排泄リズムの把握と適切なトイレ誘導を行い、失禁を減少させる。 

・外部専門家による定期的な実践指導を受け、自立支援介護の実践レベル向上とＡＤＬ改善を目指す。 

・主治医と連携し、利用者様の栄養状態・健康状態を年 2回以上確認し、必要な支援を行う。 

・ＡＤＬ数値などＬＩＦＥの提出項目にある数値を検証しデータに基づいたケアを実践する。 

２．認知症ケアの強化 

・全利用者に対して認知症タイプ別判定を実施し、個別性に応じた認知症ケアを提供する。 

・精神的・身体的健康維持のため、薬物に頼らないケアの実践に推進する。 

３．口腔ケアの強化 

・歯科医師の指導のもと、専門的口腔ケアを実施し、誤嚥性肺炎ゼロを目指す。 
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・3ヶ月に 1回の口腔評価（ＯＨＡＴ）を歯科医師と実施し、継続的な改善を図る。 

 

重点分野②  収益性の向上と安定性の確保 

【目標】 

➢グループホーム稼働率 98％以上維持 

➢加算取得率 100％達成 

【実施計画】 

１． 稼働率・収益安定の確保 

・稼働率 98％以上の維持を目指し、入居待機者を毎月把握し、退所後 7日以内の次期入所を実現する。 

・利用者様のバイタル・身体的変化・食事・水分摂取量を確認し、状態変化に早期対応。 

・主治医・家族と定期的に情報共有し、入院時は早期退院に向け調整を行う。 

２． 加算取得 100％ 

・介護保険制度改正情報を図医師確認し、取得可能な加算の取りこぼしを防止する。 

 

重点分野③  権利擁護の完全実施 

【目標】 

➢不適切ケア 0継続 

➢利用者自己実現願望達成 100％ 

【実施計画】 

１．不適切ケアの防止 

・毎日のミーティングで職員間の相互チェックを実施。 

・「介護の良心シート」を各ユニット毎月 1件以上提出し、不適切事例のみならず模範的ケアも募集 

・提出事例は全体会議で共有し、提出者が特定されないよう配慮する。 

・年 6回の運営推進会議で身体拘束適正化委員会を開催。 

２．自己実現願望の支援 

・利用者の自己実現目標を科学的自立支援介護と連動させ、ＡＤＬ向上を図り実現を目指す。 

 

重点分野④  リスクマネジメント 

【目標】 

➢事故予防・再発防止の徹底 

➢火災・災害・防犯訓練の計画実施 

【実施計画】 

１．自己予防と再発防止 

・ヒヤリハット報告書をミーティングで共有し・協議を検討・周知。 

・月 1回のユニット会議（事故防止委員会）で再度協議し、必要に応じ対策を修正・周知。 

・毎月、利用者別危険度チェックリストを作成し、全職員で共有。 

・毎月 1回は公用車の設備点検完全実施。 

２． 火災訓練の実施 

・年 4回（6月、9月、12月、3月）避難訓練を実施。 
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・年１回は地域と合同で避難訓練を行う。 

３． 災害訓練の実施 

・年 4回（5月・8月・11月・2月）災害訓練を実施（実践指示書・ＢＣＰに基づく） 

・非常用発電機の操作訓練を実施し、夜勤者全員が対応可能にする。 

４． 防犯訓練の実施 

・年 4回（4月・7月・10月・1月）防犯訓練を実施、職員・利用者の安全確保を徹底。 

 

重点分野⑤  人材確保・育成・定着 

【目標】 

➢ｅ―ラーニング受講率 100％達成 

➢1ｏｎ1面談 100実施、離職防止 

【実施計画】 

１． 研修受講の徹底 

・全職員の毎月のｅ－ラーニング進捗を管理し、未受講者には管理者から受講を促す。 

２． 職員面談の実施 

・10 日に 1 回、管理者と 1ｏｎ1 フィードバック面談を実施し、業務面、体調面、心理面を確認し離

職防止につなげる。 

 

重点分野⑥  組織マネジメント 

【目標】 

➢勤怠管理適正化 100％ 

➢小口現金事故 0 

【実施計画】 

１． 勤怠管理適正化 

・毎日、出勤前・退社前に打刻漏れの確認を実施。 

・管理者が毎日、超勤・休暇申請を含めて確認し、5日ごとに再チェックを行い、漏れ・誤りを防止。 

２． 小口現金管理の徹底 

・請求関係書類を毎月 5日までに整理し、本部経理担当へ提出・確認を徹底する。 

 

重点分野⑦  地域との公益的取り組み 

【目標】 

➢全職員が地域活動に参加し、地域貢献を実施 

【実施計画】 

１．地域行事・活動への参加 

・地域行事の情報収集を行い、稟議書を作成し、計画的に参加を実施。 

２．地域住民との交流 

・運営推進委員・地域住民に向け、年 4回程度施設内見学や行事参加の機会を提供する。 

・西海市内の小学生との交流の場として開放し、施設内見学や行事への参加機会を提供する。 
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(２) 令和７年度の稼働率目標 

年間延べ満床（利用者）数  6570 人  

延べ年間入所者目標 6570 人 100％ 

予想 外泊・入院者数 131 人 2％ 

延べ実利用者数 6439 人 98％ 

 

 

■第 2 グループホーム 

(１) 令和７年度目標計画 

重点分野①  科学的自立支援介護の実現 

【目標】 

➢科学的自立支援介護のさらなる浸透と認知症ケアの強化 

➢利用者ＡＤＬの向上及び誤嚥性肺炎ゼロの実現 

【実施計画】 

１．科学的自立支援介護の推進 

・利用者個別に設定された「水分・排泄・栄養・運動」についての目標を達成する事により、日常生

活動作（ＡＤＬ）の向上を図る。 

・排泄リズムの把握と適切なトイレ誘導を行い、失禁を減少させる。 

・外部専門家による定期的な実践指導を受け、自立支援介護の実践レベル向上とＡＤＬ改善を目指す。 

・主治医と連携し、利用者様の栄養状態・健康状態を年 2回以上確認し、必要な支援を行う。 

・ＡＤＬ数値などＬＩＦＥの提出項目にある数値を検証しデータに基づいたケアを実践する。 

２．認知症ケアの強化 

・全利用者に対して認知症タイプ別判定を実施し、個別性に応じた認知症ケアを提供する。 

・精神的・身体的健康維持のため、薬物に頼らないケアの実践に推進する。 

３．口腔ケアの強化 

・歯科医師の指導のもと、専門的口腔ケアを実施し、誤嚥性肺炎ゼロを目指す。 

・3ヶ月に 1回の口腔評価（ＯＨＡＴ）を歯科医師と実施し、継続的な改善を図る。 

 

重点分野②  収益性の向上と安定性の確保 

【目標】 

➢グループホーム稼働率 98％以上維持 

➢加算取得率 100％達成 

【実施計画】 

１．稼働率・収益安定の確保 

・稼働率 98％以上の維持を目指し、入居待機者を毎月把握し、退所後 7日以内の次期入所を実現する。 

・利用者様のバイタル・身体的変化・食事・水分摂取量を確認し、状態変化に早期対応。 

・主治医・家族と定期的に情報共有し、入院時は早期退院に向け調整を行う。 
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２．加算取得 100％ 

・介護保険制度改正情報を図医師確認し、取得可能な加算の取りこぼしを防止する。 

 

重点分野③  権利擁護の完全実施 

【目標】 

➢不適切ケア 0達成 

➢利用者自己実現願望達成 100％ 

【実施計画】 

１．不適切ケアの防止 

・毎日のミーティングで職員間の相互チェックを実施。 

・「介護の良心シート」を各ユニット毎月 1件以上提出し、不適切事例のみならず模範的ケアも募集 

・提出事例は全体会議で共有し、提出者が特定されないよう配慮する。 

・年 6回の運営推進会議で身体拘束適正化委員会を開催。 

２．自己実現願望の支援 

・利用者の自己実現目標を科学的自立支援介護と連動させ、ADL向上を図り実現を目指す。 

 

重点分野④  リスクマネジメント 

【目標】 

➢事故予防・再発防止の徹底 

➢火災・災害・防犯訓練の計画実施 

【実施計画】 

１．自己予防と再発防止 

・ヒヤリハット報告書をミーティングで共有し・協議を検討・周知。 

・月 1回のユニット会議（事故防止委員会）で再度協議し、必要に応じ対策を修正・周知。 

・毎月、利用者別危険度チェックリストを作成し、全職員で共有。 

・毎月の全体会議時に、感染症対策訓練を実施 

２．火災訓練の実施 

・年 4回（6月、9月、12月、3月）避難訓練を実施。 

・年 1回は地域と合同で避難訓練を行う。 

３．災害訓練の実施 

・年 4回（5月・8月・11月・2月）災害訓練を実施（実践指示書・ＢＣＰに基づく） 

・非常用発電機の操作訓練を実施し、夜勤者全員が対応可能にする。 

４．防犯訓練の実施 

・年 4回（4月・7月・10月・1月）防犯訓練を実施、職員・利用者の安全確保を徹底。 

 

重点分野⑤  人材確保・育成・定着 

【目標】 

➢ｅ―ラーニング受講率 100％達成 

➢1ｏｎ1面談 100％実施、離職防止 
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【実施計画】 

１．研修受講の徹底 

・全職員の毎月のｅ－ラーニング進捗を管理し、未受講者には管理者から受講を促す。 

２．職員面談の実施 

・10 日に 1 回、管理者と 1ｏｎ1 フィードバック面談を実施し、業務面、体調面、心理面を確認し離

職防止につなげる。 

 

重点分野⑥  組織マネジメント 

【目標】 

➢勤怠管理適正化 100％ 

➢小口現金事故ゼロ 

【実施計画】 

１．勤怠管理適正化 

・毎日、出勤前・退社前に打刻漏れの確認を実施。 

・管理者が毎日、超勤・休暇申請を含めて確認し、5日ごとに再チェックを行い、漏れ・誤りを防止。 

２．小口現金管理の徹底 

・請求関係書類を毎月 5日までに整理し、本部経理担当へ提出・確認を徹底する。 

 

重点分野⑦  地域との公益的取り組み 

【目標】 

➢全職員が地域活動に参加し、地域貢献を実施 

【実施計画】 

１．地域行事・活動への参加 

・地域行事の情報収集を行い、稟議書を作成し、計画的に参加を実施。 

２．地域住民との交流 

・運営推進委員・地域住民に向け、年４回程度施設内見学や行事参加の機会を提供する。 

・西海市内の小学生との交流の場として開放し、施設内見学や行事への参加機会を提供する。 

 

(２) 令和７年度の稼働率目標 

年間延べ満床（利用者）数  6570 人  

延べ年間入所者目標 6570 人 100％ 

予想 外泊・入院者数 131 人 2％ 

延べ実利用者数 6439 人 98％ 

 

３．介護サ－ビス目標 

（１）利用者が日々意欲をもって穏やかに生活を過ごしていただけるように、自立支援介護の推進と働 

く職員がやりがいを持って働ける職場環境づくりを目指す「ＮＥＸＴＫＡＩＧＯ」に取り組む。 
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（２）認知症に対して利用者ごとの症状に着目したタイプ別判定を行い、症状の正しい理解と人権尊重 

を第一義とし、受容する事に努める。 

（３）職員は、日々積極的に活動し、利用者の心身機能の維持、健康増進、障害の回復等を目標とし、 

利用者の意思に沿った「介護サービス計画」を作成し、自立支援に努める。 

＊職員は、それぞれの職務において法人理念である「地域と共に共助共援」の指標をもって、個々 

の問題解決や心理的・社会的ニーズの充足を図り、「生きがい」ある余生がおくれるようにし 

ていただく。 

＊終末ケア（看取りケア）を実践する場合は、「看取りに関する指針」に基づき、出来る限りの 

援助に努め、ＡＣＰ聞き取りシートを活用しご家族と共にケアを行い、安らかな終末をむかえ 

ていただく。 

＊職員は、同一目標のもとに一致協力して、一人一人の老人のよりよい介護サ－ビスに努力する。 

（４）身体的拘束等については、その他利用者の行動を制限する行為を行わない。 

（５）人権擁護、虐待防止に向けて、職員の知識の向上と環境の整備に努める。 

 

４．利用者へのサービス内容 

（１） 日常生活面での配慮 

居室の整備 

＊個々のプライバシーを守る。 

＊利用者の私物・所持品を可能な限り認め、これを身近に置くことで、安心感を持って生活をし 

ていただく。 

＊身近の整理整頓・臭気排除のため換気・通風等に留意する。 

 

衣類 

＊常に清潔保持に配慮する。利用者の要望に応じて選択出来るように、定期的に外部へ出かけ買 

い物を行う。 

＊四季折々、衣替えの時期には家族にご協力を依頼し、面会を兼ねて、衣類の整理、衣裳ケース 

の整頓を利用者と一緒に行う。 

 

食事 

＊利用者の健康保持のために、食事は重要な役割を持つ。カロリー、栄養のバランスを考慮した 

献立表をもとに、給食委員会にて更に検討を加え、四季折々の新鮮な野菜・果物・鮮魚等、季 

節にさきがけて供し食生活にうるおいを持たせ、また個々の症状に応じた特別食や郷土料理を 

盛り込んだ楽しい行事食・おやつ等には、特に趣向をこらす等留意する。 

＊行事食ではバイキングや模擬店等催し、お互いの「ふれあい」を一層深めていただく。 



グループホーム 第２グループホーム 

 

 

 

- 41 - 

 

＊毎日の食事も場所・環境の設定に変化を持たせ、楽しい食事が出来るように配慮する。 

 

介護・介助 

＊排せつ・食事・入浴・衣類の着脱・身辺整理・私物の管理・歩行等あらゆる生活面において自 

立できるよう、職員は自立支援に必要な専門的知識・技術を研修し常に学び、身体上。精神上 

の支えとなるように努める。 

 

災害対策 

＊法人のＢＣＰ計画（事業計画）に沿った非常時災害訓練を年４回(３ヶ月に１回)実施する。 

＊防災・防火設備の点検励行、避難訓練を年 4 回(3 ヶ月に 1 回)、年 2 回の総合訓練、夜間にお 

ける緊急出動訓練、並びに避難訓練や非常時業務遂行訓練を実施する。年 1 回(9 月)運営推進 

会議では消防署立会いのもと、地域消防団との合同避難訓練を実施する。地元関係者との防災 

災害懇談会を設け、協力体制の確立を図る。 

＊夜勤者 2 名を配置し、夜間における防災管理体制を確立する。 

又、年 4 回(3 ヶ月に 1 回)防犯対策についても訓練を実施し、利用者・職員の安全を図る。 

 

（２）保健医療 

保健衛生 

＊利用者の健康状態の把握、環境整備、また介護時の手洗等の清潔動作に努める。特に厨房関係 

では食品管理、消毒、殺虫等に細心の注意を払う。 

＊利用者および職員は、感染症ＢＣＰ計画、感染症マニュアルに基づき感染症予防に努める。 

＊職員の健康管理には充分留意する。 

＊利用者の口腔ケアの週２回の実施 

 

疾病の治療 

＊協力医院による定期往診（月に１回）を行い、必要に応じ随時外来受信・往診を依頼し、状態 

によっては専門医への診療または入院もなされる。 

 

医療連携体制 

＊医療連携体制加算にもとづき看護師を配置する。毎週１回の状態観察を基に主治医と連携して、 

患部治療・投薬・検査または利用者の個々の健康・衛生に関する支援等を行う。 

 

機能回復訓練 

＊医療残存機能の維持向上と認知症の維持緩和を図るために、日常生活基本的動作訓練（生活リ 
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ハビリ）作業療法（エプロンたたみ、野菜の皮むき等）を行う。 

 

口腔管理体制 

＊職員が利用者の口腔内の確認、口腔ケアを週２回完全実施することで、肺炎予防、身体の機能 

向上に向け取り組む 

＊歯科医師、歯科衛生士による技術的助言・指導を毎月実施するとともに、職員への周知を徹底 

していく。 

＊口腔ケア・マネジメントにかかる計画を作成。変更時更新 

（最低６か月に１回は更新） 

 

栄養管理体制 

＊法人管理栄養士が、日常的な栄養ケアに係る介護職員への技術的助言や指導を行う。 

＊法人管理栄養士による技術的助言・指導内容を全職員で共有し実施していく。 

 

生産性向上推進体制 

＊利用者の安全、介護サービスの質の確保、職員の負担軽減に向けた方策を検討する委員会を開

催し業務改善に取り組む。 

   

（３）趣味活動・レクリエーション 

＊「生きがい」対策として、各クラブ活動（書道・絵画、生花・手芸・カラオケ・雑巾縫いなど） 

および楽しいレクリエーション等の支援を行い、個々の趣味活動をひろげ（自由選択）積極的 

参加を呼びかける。 

＊地域での諸行事等に大いに参加し、レクリエーション活動として郷里めぐり、ドライブを行い 

外出の機会を増やし楽しみを持っていただく。 

＊教養講座の一つとして、町内の 5 ヶ寺に月１回のご法話を依頼し、教養を深めていただく。 

 

５．ホームの管理と生活環境の充実 

＊予算の適正な執行に努める。 

＊利用者の財産管理、文書・諸帳簿の整理保管、建物・設備等の保守・点検・修理、改善に努め、 

明るい生活環境の維持充実を図る。 

 

６．職員の研修 

＊社会の動きや多様化するニーズに応えるよりよいケアの提供をめざし、職員の専門的知識の吸 

収、資質向上のために職員のスキルに合わせた総合的かつ体系的な研修を行う。 
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＊施設内における研修と動画研修（ｅ－ラーニング）を活用し、法令に則った機能別の研修・講 

習等の研修計画を策定、実施し専門性を高め、専門職員としての資格取得へ向けての努力や、 

豊かな知識を身につけ教養を深める。 

＊同法人事業所間の交流(合同)研修及び人事異動を実施し、職務の活性化を促進する。また、 

外部講師を招いて研修を実施し、業務改善や更なる組織力向上に目指す。 

＊介護サ－ビス評価基準を用い、サ－ビスの質の向上への取り組みを促進する。 

＊職員の身体的・精神的負担の軽減のため介護テクノロジーの活用で、安全で働きやすい職 

場を作る。 

 

年間研修計画 

■グループホーム 

月日 共通研修 介護支援専門員研修 ＧＨ研修 

４月 ハラスメントとの関する

職員研修   

 認知症研修 

接遇について 

５月 認知症に関する研修① 

 

アセスメント研修 虐待防止について 

災害訓練 

６月 認知症に関する研修②＋

倫理及法令順守 

 

 感染症研修(食中毒) 

７月 プライバシー保護 

メンタルヘルスケア 

介護計画の作成研修 身体拘束防止研修 

（身体拘束廃止指針） 

８月 事故発生又は再発防止に

関する研修 

 災害ＢＣＰについて 

実践指示書 

９月 緊急時対応 担当者会議研修 虐待防止について 

（虐待の芽チェックリ

スト） 

１０月 非常災害時の対応に 

関する研修 

 認知症研修 

緊急対応について 

１１月 ターミナルケアに関する

研修 

認知症ケア(応用) 

モニタリング研修 感染症研修(ノロ・イン

フル) 

１２月 介護予防  身体拘束防止研修 

１月 感染症・食中毒の予防 

及び蔓延防止 

ケアマネジメント技術研修 災害ＢＣＰについて 

２月 高齢者虐待防止に関する

研修 

 災害訓練 

３月 身体拘束の排除の為の 

取り組みに関する研修 

 

 リスクマネジメント研

修 

 

 

 



グループホーム 第２グループホーム 

 

 

 

- 44 - 

 

年間研修計画 

■第２グループホーム 

月日 共通研修 介護支援専門員研修 第２ＧＨ研修 

４月 ハラスメントとの関する職

員研修   

 

 虐待防止について 

 

５月 認知症に関する研修① 

 

アセスメント研修 認知症研修 

６月 認知症に関する研修②＋倫

理及法令順守 

 

 感染症研修(食中毒) 

７月 プライバシー保護 

メンタルヘルスケア 

 

介護計画の作成研修 身体拘束防止研修 

８月 事故発生又は再発防止に関

する研修 

 

 災害ＢＣＰについて 

９月 緊急時対応 担当者会議研修 虐待防止について 

（虐待の芽チェックリス

ト） 

１０月 非常災害時の対応に 

関する研修 

 認知症研修 

１１月 ターミナルケアに関する研

修 

認知症ケア(応用) 

 

モニタリング研修 感染症研修(ノロ・インフ

ル) 

１２月 介護予防  身体拘束防止研修 

１月 感染症・食中毒の予防 

及び蔓延防止 

 

ケアマネジメント技術研修 災害ＢＣＰについて 

２月 高齢者虐待防止に関する研

修 

 

 リスクマネジメント研修 

３月 身体拘束の排除の為の 

取り組みに関する研修 

 

 業務改善 

 

７．地域との連携・貢献 

地域密着型サービスとして～ 

＊施設を地域社会に解放し、様々な機会を通じて地域や地域住民との交流をはかり、その中で利 

用者自身が社会の一員である事を自覚していただき、生活の自立支援を促進するよう配慮する。 

地域福祉、在宅福祉の向上のために～ 

＊専門的機能を有する施設は地域社会の大切な福祉資源でもあり、これを地域に広く解放て 

その機能が大いに活用されるよう、行政、社協、地域各種団体等と連携をとりながら、地 
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域住民との交流を深め、ニーズ充足に貢献する。 

 

８．運営推進会議 

＊地域に密着し地域に開かれたものにするために、運営推進会議を開催し、事業所のサービ 

ス内容の報告及び利用者に対して適切なサービスが行われているのかの確認、地域との意 

見交換・交流等を行う。 

 

９．年間行事計画 

■グループホーム 

年間を通した活動・行事 

・防災訓練、自家発電使用訓練 (毎月 1回)   ・夜間出動訓練(年 2回) 

・地域と合同の防災訓練(9月予定)       ・感染対策訓練(毎月１回) 

・誕生会 

主な月別行事 

４月 ・花見 

・ドライブ 

・茶話会 

・スプリングマルシェ 

10月 ・コスモスドライブ 

・西海橋ドライブ 

5月 ・おやつ作り(ちまき)・母の日茶話会 

・運営推進会議 

・菖蒲湯 

11月 ・おやつ作り 

・運営推進会議 

６月 ・おやつ作り 

・父の日茶話会 

12月 ・干し柿作り 

・クリスマス会 

7月 ・スイカ割り 

・七夕交流会 茶話会 

・運営推進会議 

1月 ・新年祝賀会 

・鏡開き 

・運営推進会議 

８月 ・おやつ作り(かき氷) 2月 ・節分 

・おやつ作り 

・運営推進会議 

９月 ・おやつ作り(おはぎ) 

・敬老会 

・運営推進会議 

3月 ・ひな祭り 

・おやつ作り 

 

■第２グループホーム 

年間を通した活動・行事 

・防災訓練(奇数月)、自家発電使用訓練(偶数月)    ・夜間出動訓練(年 2回) 

・地域と合同の防災訓練(9月予定)          ・誕生会 

・感染対策訓練(毎月１回) 

主な月別行事 

４月 ・ドライブ 

・茶話会 

10月 ・おやつ作り(饅頭) 

・コスモスドライブ 

5月 ・おやつ作り(ちまき) 

・運営推進会議 

11月 ・秋祭り 

・おやつ作り 
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・ガーデンランチ ・運営推進会議 

６月 ・おやつ作り 

・あじさいドライブ   

12月 ・干し柿作り 

・クリスマス会  

7月 ・七夕茶話会 

・運営推進会議 

 

1月 ・新年祝賀会 

・鏡開き 

・運営推進会議 

８月 ・おやつ作り(かき氷) 

・お墓参り 

2月 ・節分 

・おやつ作り 

・運営推進会議 

９月 ・おやつ作り(おはぎ) 

・敬老会 

・運営推進会議 

3月 ・ひな祭り 

・おやつ作り 

 

１０．ボランティアの受け入れ 

＊ボランティアの積極的受け入れによって多くの人々との社会交流を深めるとともに、施設の在 

り方・内容等についての認識を高め、かつ社会的ボランティア思想の高揚に努める。 

 

１１．家族への通信 

＊利用者の依頼に応じて随時、電話・郵便等で情報提供を行うとともに「ふるさとだより（年４ 

回）」及び「グループホームだより（各事業所・毎月）」を発行している。又、ホームページ、 

ブログ、インスタグラムにて利用者の生活状況等を配信し、かつ家族と施設との連帯感を深る。 

 

１２．家族会 

＊利用者・家族・施設とのつながりを一層親密にするために、施設での諸行事への参加を呼びか 

ける等、家族会の協力を求め、利用者の幸せのために共に努力する。 

 

１３．苦情解決委員会 

＊社会福祉法第８２条にもとづく「苦情解決委員会」を設置する。 

 

１４．事故防止委員会 

＊介護サ－ビスの提供による、事故を未然に防止する為、事故防止委員会を設置する。 

 

１５．身体的拘束等適正化委員会 

＊身体的拘束等の適正化を図る為、身体的拘束等適正化委員会を設置する。 

 

１６．グループホーム自己評価 

＊グループホームサービス評価項目にもとづき年に１回、自己評価を実施する。 
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１７．グループホーム外部評価 

＊毎年、自己評価の内容を西海市や社会福祉協議会等の公正、中立な立場にある第三者が出席す

る運営推進会議で報告し、サービス提供内容と利用者の生活環境の点検及び講評を受けた上公

表する。 
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令 和 ７ 年 度 事 業 計 画 

（小規模多機能ホーム ふるさと） 

 

1 小規模多機能ホームふるさと 援助目標 

   援助を必要とするご利用者が、住み慣れた自宅や地域でつながりのある人々と

ともに在宅で暮らし続ける事が出来るよう、ご利用者とそのご家族の多様なニー

ズを柔軟に対応した援助を行い、地域に愛される事業所を目指す。 

 

2 事業の目的 

   要介護・要支援状態等の心身の特性を踏まえ、利用者が可能な限り居宅におい

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む事ができるよう、利用者の社

会的孤立感の解消、心身機能の維持、並びにその家族の身体的、精神的負担の軽

減を図るため、必要な日常生活上の世話、機能訓練等の介護、その他必要な援助

を行う。 

 

3 運営方針 

 1 本事業所において提供する小規模多機能居宅介護及び介護予防小規模多機能居

宅介護は、介護保険法並びに関係する厚生労働省令、告示の趣旨及び内容に沿っ

たものとする。 

 2 利用者の人格を尊重し、その人らしく地域の中で安心して在宅生活が送れるよ

うに、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるとともに、個別に「小

規模多機能居宅介護計画」を作成することにより、利用者が必要とする適切なサ

ービスを提供する。 

 3 職員は、利用者及びその家族に対し、サービスの内容及び提供方法等について、

分かりやすく説明を行う。 

 4 職員は、適切な介護技術をもってサービスを提供する。 

 5 職員は、常に提供したサービスの質の管理、評価を行う。 

 6 本事業所は、地域密着型サービスとして、併設の認知症対応型共同生活介護事

業所と連携して、地域に根ざしたサービスを提供する。 

 

４．重点分野別取組み方針 

重点分野①  科学的自立支援介護の実現 

【目標】 

➣ 科学的（自立支援）介護のさらなる浸透と、支援対象者への取り組みの強化 
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【実施計画】 

１．自立支援介護プランの実施率・達成率を高めるとともに、アウトカム評価測定と

の連動 

・外部専門家による定期的な実践指導を受け、自立支援介護の実践レベルを向上さ 

せ、利用者 ADL の改善成果につなげる。 

・個別ケア対象者の水分摂取目標を設定し、実施状況をモニタリングする。 

・個別ケア対象者の排便パターンを把握し、実施状況をモニタリングする。 

・主治医と連携し、アルブミン値等栄養状態の把握や全身状態の確認を定期的に実施 

していく。 

２．科学的介護アウトカム評価の向上 

・ 科学的介護に関するデータを検証・活用し、ケアの PDCA サイクルを強化する。 

・ 専門的な口腔ケアを継続し、ＯＨＡＴ（口腔健康評価ツール）の指標を用いて、 

 口腔状態の改善を定期的に測定・評価する。 

 

重点分野② 収益性の向上と安定性の確保 

【目標】 

➣ 要介護者・要支援者の地域における総合的な窓口として、サポートセンターの持 

てる機能を最大限に活用し、要配慮者に対して質の高いサービスを提供する事で、 

地域における信頼性を確立し、安定した経営を目指す。 

【実施計画】 

１．登録者・入居者の目標管理のもと、安定した収入の確保 

・サービス付き高齢者向け住宅の稼働率を常に 95%以上に維持し、安定した収入を確

保する。 

・ 介護保険収益の月平均を 290 万円以上とし、収益向上を図る（人員配置に応じて

適宜見直しを行う）。 

・ 地域の医療機関との連携を強化し、迅速な対応体制を構築する事で、入院率 5％

未満を目指す。 

２．利用者の健康維持を支援し、長期的な生活の質向上に努め利用者満足度を高める 

・ 隔月で『ご長寿チェック』を実施し、利用者の意欲向上と健康状態の的確な把握

を徹底する。 

・ 転倒予防プログラム（花咲きカード）の活用により、身体機能の維持向上と転倒

事故発生を防ぐ。 

３．適正な加算取得を推進し、サービスの質向上と収益増に努める 

  ・ 介護報酬加算に関する最新情報を常に把握し、適用可能な加算を積極的に取得 

する。 
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４．地域に対して、施設の魅力を積極的に発信し、イメージ向上と利用促進を図る 

  ・ 地域の事業所への訪問営業を月 2 回以上実施し、相談・見学件数年間 12 件以上

を目指す 

 ・ 運営推進会議と連携した、地域住民向けのオープンホームを年間 4 回開催し、施

設の機能や環境を積極的に周知する。 

  ・SNS 等を活用した情報発信を月 4 回以上実施し、問い合わせや相談の増加につなげ

る。 

 

重点分野③ 権利擁護の完全実施 

【目標】 

➣ 利用者一人ひとりの尊厳と権利が尊重される、不適切ケアゼロの実現 

➣ 利用者一人ひとりの自己実現を最大限に尊重し、その達成を 100％支援する 

【実施計画】 

１．不適切ケアゼロの実現 

・『介護の良心シート』提出件数を、職員一人あたり年間 3 件以上を目標に設定し、

否定的事例（不適切ケアの兆候）だけでなく、優良事例（利用者からの感謝、工夫

を凝らしたケアなど）についても積極的に募集する。 

・提出された事例は、個人情報を保護した上で、職員間で共有し、事例検討会や研修

会などで活用する。 

・職員が権利擁護の理念を深く理解できるように、e‐ラーニングに加え、実践を重

視した現場研修を導入していく。 

２．利用者自己実現目標の 100％実現 

・『ご長寿チェック』と共に利用者との個別面談を実施し、聞き取った内容に基づき

具体的な自己実現目標を設定し、ケアプランに反映する。 

 ・ケアプランモニタリング評価時に、目標達成の進捗状況を把握し、必要に応じて計

画を見直す。 

・ＬＩＦＥやＷＨＯ－５（精神的健康状態表）の評価結果をサービス担当者会議等で

共有し、多角的な視点から支援計画を検討する。 

 

重点分野④ リスクマネジメント 

【目標】 

➣事故の徹底的な検証と再発防止策の確実な実施により、事故発生率ゼロを目指す 

➣実践的な火災訓練の徹底により、火災発生時の被害を最小限に抑える。 

➣災害発生時の迅速かつ適切な対応により、利用者と職員の安全を確保するために実

践的な訓練を実施する 
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➣ 利用者と職員を犯罪から守るため、防犯意識の向上に努め実践的な訓練を実施す

る 

【実施計画】 

１．事故再発防止の徹底 

・事故発生率の推移データに基づいたリスク低減策のＰＤＣＡサイクルを強化する。 

・ヒヤリハット報告提出件数を、職員一人あたり年間 12 件以上を目標にし、リスク

に対する意識を高める。 

・ヒヤリハット報告の内容を事故防止員会で詳細に検証し、潜在的なリスクの特定 

と検証結果に基づく具体的な事故防止策を策定し、全職員に周知徹底する。 

２．実践的な火災訓練の実施 

・年５回（4 月、7 月、10 月、11 月、3 月）定期的に火災訓練を実施する。うち 1 回

は夜間想定訓練とし、夜間の人員体制や照明状況を考慮した実践的な訓練を行う。 

・年に 1 回は佐世保東消防署西彼出張所立ち会いのもと、避難・通報・消火訓練の実

施し、専門的な指導を受ける。 

・火災予防週間には、訓練報告書を佐世保東消防署西彼出張所へ提出し、訓練内容の

評価と改善に役立てる。 

３．災害訓練の実施 

・年３回（6 月、8 月、12 月）様々な災害を想定した訓練を実施する。 

・訓練実施月に、実践指示書とＢＣＰ（事業継続計画）の内容を再確認し、最新の情

報に更新する。 

 ・訓練後には、実践指示書とＢＣＰの改善点を洗いだし、次回訓練に反映させる。 

４．防犯訓練の実施 

・年２回（5 月と 9 月）不審者侵入や暴力行為などを想定し、通報・避難・護身術な

ど、実践的な内容を取り入れた訓練を実施し、防犯意識と対応能力を高める。 

 

重点分野⑤ 人材確保・育成・定着 

【目標】 

➣ 職員一人ひとりのスキルアップと専門性向上を支援し、質の高いサービスを提供

するための知識・技術を習得できる環境を整備する。 

➣ 職員一人ひとりが安心して働き続けられる職場環境を構築し、質の高い介護サー

ビスを提供できる人材の定着率 100％を維持する。 

【実施計画】 

１．職員のスキルアップのための環境整備 

・月間目標受講率を示し、毎月初めに前月の受講率及び修了テスト合格率を確認す

る。（ｅラーニング修了テスト合格率：90％以上） 
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・受講が進んでいない職員には、１on１フィードバックミーティングの際に受講を促

す。 

２．心理的安全性の高い職場環境を構築し、質の高い介護サービスを提供できる人材 

の定着率 100％を維持する。 

・1on1 フィードバックミーティングを通して、業務の進捗状況や課題、自身の悩み、 

キャリアプラン、健康状態などを丁寧にヒアリングし、心理的安全性を高める。 

 ・ＩＣＴツールを導入し、職員の負担軽減と業務効率化を図る。 

 

重点分野⑥ 組織マネジメント 

【目標】 

➣ 1on1 フィードバックミーティングを毎月 100％実施する 

➣ 業務 ToDo リストの実施率 100％にする 

➣ 勤務状況とクロノス勤怠管理の整合性を 100％にする 

【実施計画】 

１．1on1 フィードバックミーティングの徹底 

・毎月第 1 週までにガルーンに 1on1 フィードバックミーティングの実施計画を入力

し、対象職員に通知する。 

 ２．業務 ToDo リストの完全実施 

・毎月第 1 週までにガルーンに業務 ToDo リストを作成する。 

・毎週月曜日の経営会議報告書で実施状況を報告する。 

３．勤怠管理の整合徹底 

・各職員は、出勤時にクロノスの打刻と勤務予定の確認を行い、相違がある場合は  

速やかに上長に報告する。 

 ・管理者は、始業時と終業時にクロノスの打刻状況と勤務予定を確認し、相違がある

場合は対象職員に確認する。 

 

重点分野⑦ 地域との交流・貢献 

【目標】 

➣地域社会との連携を強化し、職員全員が地域活性化に貢献する。（職員一人あたり 

年間１件以上申請と実施報告提出）  

【実施計画】 

・ＳＮＳ、地域広報誌などで地域貢献活動の情報を積極的に収集し、ガルーン（組 

織内グループウェア）を活用して職員間で共有する。 
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5 介護サービス目標 

 1 利用者が日常生活を「生き生き、にこにこ」と笑顔で過ごせるよう、必要な介

護を提供し、安心感を持っていただけるように支援する。 

 2 利用者の人格と権利を尊重し、受容的な態度で接することを第一とする。 

 3 職員は、常に「生き生き・きびきび」と意欲的に活動し、利用者の心身機能の

維持・回復を目標とする。利用者・家族の意向を尊重した「介護計画」を作成し、

日々の状況や希望を把握し、適切な支援を提供する事で、利用者の自立を支援す

る。 

＊ 職員は職務において｢思いやり｣と「共助共援」の精神を持ち、温かく利用者

へ接し、個々の課題解決や心理的・社会的ニーズの充足を図り、「生きがい」

ある生活を支援する。 

＊ 職員は、共通の目標に向かって協力し、利用者一人ひとりに質の高いサービ

スを提供する。 

 4 利用者の身体拘束や行動制限は行わない。ただし、利用者の生命または身体を

保護するため、緊急かつやむを得ない場合を除く。（平成 13 年老発第 155 号） 

 

6 利用者へのサービス内容 

（1）日常生活面での配慮 

（イ）食事 

  ＊ 利用者の健康保持のために、食事は重要な役割を持つ。管理栄養士がカロリ 

ー計算を行い、栄養バランスを考慮した献立表をもとに、四季折々の新鮮な 

野菜・果物など、季節を感じられる食事を提供する。 

  ＊ 食事の場所・環境にも変化を持たせ、楽しい食事が出来るよう配慮する。 

  ＊ 利用者の状況に合わせて適時適温の食事を提供する。 

   

（ロ）介護・介助 

  ＊ 通い・訪問・泊りの全利用者に対し、排泄・食事・入浴・更衣・居室の清掃

や移乗・移動など生活面すべてにおいて、利用者の身体的・精神的な支えと

なり、自立支援に必要な専門的知識・技術をもって利用者を支援する。 

  （ハ）災害対策 

   ＊ 防災・防火設備の点検を徹底し、災害 BCP に基づいた対策訓練を 2 ヶ月に 1

回実施する。また、居室訪問時には電気設備などの点検を行い、火災などが

発生しないよう確認する。 

   ＊ 夜間・深夜には夜勤者を 1 名配置し、夜間における防災管理体制を確立する。 

また、併設する認知症対応型生活介護施設との連携協力体制を構築し、有事の 
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際には一致協力して安全確保に努める。 

   ＊ 福祉避難所の設置について 

⚫ 西海市地域福祉計画に基づき、災害時に地域住民の福祉避難所として、地

域密着型サービスである小規模多機能型居宅介護事業所での支援体制を

整備する。 

⚫ 福祉避難所設置マニュアルを整備し、マニュアルに沿って西海市と共同で

訓練計画を策定・実施する。また、事業所としても、法人合同での受け入

れ訓練などを実施する。 

   ＊ 地域住民の皆様への協力依頼として、関係各種団体等との防災懇談会を年１ 

     回、法人内全事業所で開催する。 

   ＊ 研修計画に基づき、災害対策研修を計画的に実施する。 

  （ニ）感染症対策 

   ＊ 感染症に対する継続的な予防対策を徹底し、発生時の事業継続計画(BCP)に 

基づいた対策訓練を 2 ヶ月に 1 回は実施する。 

＊ 円滑なワクチン接種に向けた体制を整備する。 

   ＊ 研修計画に基づき、感染症対策研修を計画的に実施する。 

 

 （2）保健医療 

  （イ）保健衛生 

   ＊ 利用者の健康状態の把握、環境整備、介護時の手洗い等の清潔動作を遵守す 

る。特に厨房関係では食品管理、消毒、殺虫等に細心の注意を払う。 

   ＊ 利用者及び職員は、感染症マニュアルに基づき感染予防に努める。 

   ＊ 健康教室を年 2 回実施する。 

   ＊ 職員の健康管理には十分留意する。 

  （ロ）疾病の治療 

   ＊ 必要に応じて随時、かかりつけ医へ外来受診・往診の依頼を行い、看護師ま 

たは介護支援専門員より状態報告を行う。また、状態によっては専門医への診 

察、協力病院への入院も実施する。 

  （ハ）機能回復訓練 

     心身の機能維持向上のために、日常生活動作訓練（生活リハビリ）、作業療法 

    （指先を使った作業等、野菜の皮むき、洗濯物たたみ等）を実施し、希望に応

じて、電気治療器・ウォーターベッドを使って痛みの緩和を図る。 

 （3）趣味・レクリェーション活動 

  （イ）利用者の「生きがい」対策として、地域の特性や利用者の生活環境・趣向に 

応じたレクリェーション、行事、園芸など多様な活動を支援する。 
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  （ロ）郷里めぐりやドライブ、買物等の外出の機会を増やし、楽しみを持っていた 

    だく。また、地域で行われる諸行事等への参加も積極的に行う。 

  （ハ）通信カラオケシステムのコンテンツを活用し、室内でも楽しめるレクリェー 

ションや、旅行気分を味わえるオンラインツアーを企画し実施する。 

  

   7 施設管理と生活環境の充実 

  （イ）予算の適切な執行に努める。 

  （ロ）利用者への文書、諸帳簿の整理保管、建物、設備等の保守、点検、修理改善 

     に努め、明るい生活環境の充実を図る。 

 

   8 職員研修 

（イ） 社会の動きや多様なニーズに応える質の高いケアを提供するため、無資格・ 

未経験者も安心して働ける研修体制を充実させ、ｅ―ラーニングやリモート

学習を活用して職員の専門知識の習得と資質向上を図る。また、職員のスキ

ルに合わせた総合的かつ体系的な研修を実施する。 

（ロ） 事業所内研修はもちろんのこと、各種研修会への積極的な参加、専門職員と 

しての資格取得に向けた努力、他施設の見学等を通じて見聞を広め、豊かな

知識を身につけ教養を深める。 

（ハ） 職務のマンネリ化を防ぐため、法人内事業所での人事異動を実施し、常に新 

鮮な職場環境を維持するよう努める。 

  （ニ）介護サービス評価基準を用いて、サービスの質の向上への取り組みを促進す 

る。 

 

   9 地域との連携 

  （イ）地域密着型サービスとして 

     事業所を地域へ開放し、様々な機会を通じて地域や地域住民との交流を図る。 

その中で利用者自身が社会の一員であることを自覚し、生活の自立支援を促進 

するよう配慮する。 

  （ロ）地域福祉、在宅福祉の向上のために 

     専門的機能を有する事業所は、地域社会の大切な福祉資源である。これを地

域に広く開放し、その機能が大いに活用されるよう、行政、社会福祉協議

会、地域各種団体等と連携しながら、地域住民との交流を深め、地域に出

向いての出前講座の実施やニーズ充足に貢献する。 
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   10 運営推進会議 

     地域に密着し地域に開かれた事業所とするために、運営推進会議を開催し、 

事業所のサービス内容の報告、利用者に対する適切なサービスの提供状況の確 

認、地域との意見交換・交流等を行う。 

 

   11 年間行事計画 

  年間を通した活動・行事 

・防災訓練（年 3 回） ・感染対策訓練（2 ヶ月に 1 回） ・誕生会（誕生月） 

・防犯訓練（年 2 回） ・防火訓練（年 6 回） ・脳トレーニング（毎月１回）  

主な月別行事（上記月例行事を除く） 

4 

月 

・桜見物ドライブ 

・セルフリハビリ表彰式 

・お花見茶話会 

・オンラインツアー 

5

月 

・ご長寿チェック表彰式 

・端午の節句茶話会 

・運営推進会議 

6

月 

・あじさい見物ドライブ 

・ゲーム大会 

・茶話会 

7

月 

 

・スイカの重量当てゲーム 

・七夕ビンゴ大会 

・運営推進会議 

8

月 

・お盆参り 

・ゲーム大会 

・茶話会 

9

月 

・カラオケ大会 

・敬老演芸会 

・運営推進会議 

10 

月 

・コスモス見物ドライブ 

・茶話会 11 

月 

・もみじ祭り 

・ゲーム大会 

・運営推進会議 

12 

月 

・餅つき 

・干し柿作り 

・クリスマス茶話会 

1 

月 

・新年祝賀会 

・鏡開きぜんざい会 

・運営推進会議 

2

月 

・節分豆まき 

・ゲーム大会 

・運営推進会議 

3

月 

・ひな祭り 

・お花見ドライブ 

 

   

12 ボランティアの受け入れ 

     ボランティアの積極的な受け入れを通じて、地域の人々との社会交流を深めると 

ともに、事業所の在り方や内容等についての理解を促進し、社会的なボランティ 

ア精神の向上に努める。 

 

  13 家族への通信 

     利用者の依頼に応じて随時、電話・郵便等で情報提供を行うとともに、法人事 

業所で発行している「ふるさとだより」やホームページ内のブログにて、事業所 

内での生活状況等を周知し、家族と事業所との連帯感を深める。 
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  14 苦情解決委員会 

    社会福祉法第 82 条に基づく「苦情解決委員会」を設置する。 

 

  15 事故防止委員会 

     介護サービスの提供による事故を未然に防止するため、事故防止委員会を設置 

する。 

 

   16 小規模多機能居宅介護サービス評価 

    自己評価：小規模多機能型居宅介護評価項目に基づき、年に 1 回自己評価を実施す 

る。 

外部評価：自己評価の内容を西海市や公正・中立な第三者が参加する運営推進会議 

で報告し、サービス提供内容と利用者の生活環境の点検及び講評を受けた 

上で、公表する。 

 


